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（単位　千円）

(A)
―
(B)

％

110.0

91.0

100.9364,33241,164,29341,528,625

令和２年度
当初予算額

947,686,607

(A)　―　(B)

令和３年度
当初予算額

特 別 会 計

企 業 特 別 会 計

94,644,068

△ 42,649,322

比　　　　　較

433,300,612

（A）

475,949,934

１　令和３年度当初予算総括

一 般 会 計

会 計 別

（B）

1,042,330,675
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２　令和３年度一般会計予算  

（単位　千円）

（歳　入）

（歳　出）

　目 的 別

　性 質 別

248,349,767

23.8%

[値]

1.6%

121,962,655

11.7%

162,061,367

15.5%

493,880,471

47.4%

歳 出

1,042,330,675
100.0%

人 件 費

公 債 費

投資的経費

扶 助 費

その他行政費

194,904,318

18.7%

177,851,548

17.1%

127,293,635

12.2%122,485,059

11.8%

112,060,576

10.7%

103,328,923

9.9%

47,118,533

4.5%

45,679,019

4.4%

43,003,321

4.1%

39,222,339

3.8%
19,473,736

1.9%

9,909,668

0.9%

歳 出

1,042,330,675
100.0%

教 育 費

土 木 費

公債費
民 生 費

商 工 費

警 察 費

諸 支 出 金

農林水産業費

総 務 費

衛 生 費

その他

災害復旧費

216,672,459

20.8%

206,983,000

19.9%

180,097,214

17.3%

143,041,388

13.7%

124,739,000

12.0%

98,092,000

9.4%

26,519,001

2.5%

23,212,353

2.2%
16,604,685

1.6%

6,369,575

0.6%

歳 入

1,042,330,675
100.0% 地 方 交 付 税

県 税

県 債

国庫支出金

諸 収 入

地方消費税清算金

繰入金

地方譲与税 そ の 他

使用料及び手数料
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　　（１）　　歳　 入

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％ ％ ％

1 県 税 20.8 24.7 92.7

2
地 方 消 費 税
清 算 金

9.4 10.5 98.9

3 地 方 譲 与 税 2.5 4.2 66.1

4
地 方 特 例
交 付 金

0.1 0.1 108.5

5 地 方 交 付 税 19.9 20.9 104.3

6
交通安全対策
特 別 交 付 金

0.1 0.1 83.3

7
分 担 金 及 び
負 担 金

0.2 0.3 85.8

8
使 用 料 及 び
手 数 料

1.6 1.8 98.4

9 国 庫 支 出 金 13.7 15.6 96.7

10 財 産 収 入 0.1 0.2 86.5

11 寄 付 金 0.1 0.1 120.5

12 繰 入 金 2.2 2.2 108.3

13 繰 越 金 0.0 0.0 100.0

14 諸 収 入 17.3 4.7 405.7

15 県 債 12.0 14.6 89.9

100.0 100.0 110.0

135,707,267

△ 363,343

△ 268,606

△ 4,917,493

△ 215,909

△ 17,042,642

△ 1,051,000

141,902

1,787,892

1,600,542

1

44,389,947

691,728

21,424,461

△ 13,629,000

109,000

8,506,000

△ 113,000

0

678,000

2,552,654

16,873,291

124,739,000

1,042,330,675

138,746,000

947,686,607

833,630

23,212,353

147,958,881

16,604,685

143,041,388

1,384,633

233,715,101

99,143,000

40,148,001

1,288,000

198,477,000

26,519,001

1,397,000

206,983,000

565,000

1

令和３年度
当初予算額

（A）

構
成
比

比　　　　　較

合　　　　計

構
成
比

（B）

△ 14,007,000

94,644,068

令和２年度
当初予算額

216,672,459

(A)　―　(B)

98,092,000

180,097,214

2,189,311
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　　（２）　　歳　出（目的別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％ ％ ％

1 議 会 費 0.1 0.2 96.6

4.5 5.7 86.7

3 民 生 費 12.2 13.3 100.9

4 衛 生 費 3.8 2.3 175.8

5 労 働 費 0.3 0.3 123.3

0.5 0.4 140.3

7 農林水産業費 4.1 4.7 96.0

8 商 工 費 17.1 4.9 381.2

9 土 木 費 10.7 15.4 77.0

10 警 察 費 4.4 4.8 99.9

11 教 育 費 18.7 21.2 97.1

12 災 害 復 旧 費 1.9 3.0 69.4

13 公 債 費 11.8 12.9 99.9

14 諸 支 出 金 9.9 10.9 100.4

15 予 備 費 0.0 0.0 100.0

100.0 100.0 110.0

0

94,644,068

100,000

1,042,330,675

103,328,923

1,158,406

16,913,277

947,686,607

100,000

194,904,318

19,473,736

45,679,019

△ 117,330

595,918

1,502,184

△ 1,798,584

131,190,27446,661,274

102,940,717

112,060,576

127,293,635

39,222,339

3,154,914

5,230,173

177,851,548

43,003,321

122,485,059

145,571,830

45,713,971

200,676,460

28,066,115

総 務 費

環 境 費6

合　　　　計

（A）

2

令和３年度
当初予算額

構
成
比

令和２年度
当初予算額

構
成
比

1,424,581

47,118,533

2,558,996

3,727,989

44,801,905

1,474,836

54,345,834

126,135,229

22,309,062

(A)　―　(B)

△ 34,952

△ 5,772,142

△ 8,592,379

△ 33,511,254

（B）

比　　　　　較

△ 50,255

△ 7,227,301

388,206

122,602,389

4



　　（３）　歳　出（性質別）

（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％ ％ ％

23.8 26.2 99.9

1.6 1.6 104.1

11.7 12.9 99.9

15.5 24.4 70.1

一般公共事業費 8.6 12.8 73.9

災害公共事業費 1.8 2.9 68.9

一般単独事業費 3.5 6.1 63.0

災害単独事業費 0.0 0.0 160.9

直轄事業負担金 1.6 2.6 68.8

47.4 34.9 149.4

100.0 100.0 110.01,042,330,675

330,485,668

947,686,607

36,353,813

493,880,471

24,338,885

241,395

57,689,378

150,029

16,747,003

94,644,068

△ 21,335,565

91,366

△ 7,591,882

163,394,803

△ 69,118,444

△ 31,598,618

△ 8,683,745

248,349,767

16,076,415

△ 138,757

（A） （B）

令和３年度
当初予算額

比　　　　　較

(A)　―　(B)

638,289

△ 131,823

162,061,367

89,486,815

19,232,341

122,094,478121,962,655

231,179,811

121,085,433

27,916,086

248,488,524

15,438,126扶 助 費

合　　　　計

人 件 費

そ の 他 行 政 費

投 資 的 経 費

公 債 費

構
成
比

令和２年度
当初予算額

構
成
比
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３　令和３年度特別会計予算  
（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％

公 債 費 83.1

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 金

98.2

心 身 障 害 者 扶 養
共 済 事 業 費

102.2

地 方 独 立 行 政 法 人
長野県立病院機構施設
整 備 等 資 金 貸 付 金

118.6

国 民 健 康 保 険 102.7

小 規 模 企 業 者 等
設 備 導 入 資 金

114.3

農 業 改 良 資 金 100.1

漁 業 改 善 資 金 80.3

県 営 林 経 営 費 90.8

林 業 改 善 資 金 48.1

高 等 学 校 等 奨 学
資 金 貸 付 金

84.7

91.0

186,506,224 181,597,649 4,908,575

121,399

153,718

346,711

408,894

△ 79,796

82

10,345

950,942

△ 1,010

△ 18,596

△ 42,649,322

49,616

合　　　　計

5,132

58,594

△ 37,638

73,922

102,803

475,949,934433,300,612

396,327

58,676

4,122

371,256

令和３年度
当初予算額

（A）

238,809,148

5,120,507

287,233,087

429,747

476,938

6,071,449

(A)　―　（B）

437,650

466,593

比　　　　　較

（B）

令和２年度
当初予算額

△ 48,423,939

△ 7,903

6



４　令和３年度企業特別会計予算  
（単位　千円）

区　　　　　　分 (A)
―
(B)

％

91.1

132.9

99.1

100.9

23,609,959 △ 2,090,771

比　　　　　較
令和２年度
当初予算額

(A)　―　(B)

（B）

41,164,293

2,542,439

△ 87,336

364,332

9,836,787

合　　　　計

7,717,547

令和３年度
当初予算額

（A）

10,259,986

9,749,451

41,528,625

電 気 事 業

水 道 事 業

流 域 下 水 道 事 業 21,519,188

7



〔歳入〕

   引上げ分の地方消費税収　26,811,000千円

〔歳出〕 （単位：千円）

引上げ分の
地方消費税

その他

生 活 保 護 2,638,025 1,706,310 931,715 125,463 806,252

児 童 福 祉 16,143,476 2,235,694 13,907,782 7,828,549 6,079,233

母 子 福 祉 2,516,724 1,041,979 1,474,745 478,339 996,406

高 齢 者 福 祉 3,303,775 1,382,309 1,921,466 1,331,768 589,698

障 害 者 福 祉 13,659,855 663,431 12,996,424 1,900,054 11,096,370

小　計 38,261,855 7,029,723 31,232,132 11,664,173 19,567,959

国 民 健 康 保 険 17,395,094 - 17,395,094 3,094,765 14,300,329

後期高齢者医療 27,534,376 - 27,534,376 3,636,902 23,897,474

介 護 保 険 29,501,652 - 29,501,652 5,341,648 24,160,004

小　計 74,431,122 - 74,431,122 12,073,315 62,357,807

医 療 対 策 14,982,171 3,800,933 11,181,238 1,963,594 9,217,644

疾 病 予 防 対 策 5,542,237 2,813,729 2,728,508 1,109,918 1,618,590

小　計 20,524,408 6,614,662 13,909,746 3,073,512 10,836,234

133,217,385 13,644,385 119,573,000 26,811,000 92,762,000

５　地方消費税引上げ分の使途

　　消費税率(国・地方)は、2014年4月1日より5%から8%に、2019年10月1日より8%から10%に引き上げられ、
　地方消費税収は、地方税法の規定により、全て「社会保障施策に要する経費」に充てることとされてい
　ます。その状況は、次のとおりです。

区　　分 金　額

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合　　計

※歳出には、資料１-１「扶助費(161億円)」「社会保障関係費(1,044億円)」のほか、県立病院機構への負担金(55億円)
　や、地域医療介護総合確保基金事業(38億円)なども計上しています。

  8



危機管理部・・・・・10 環境部・・・・・38 建設部・・・・・63
企画振興部・・・・・12 産業労働部・・・・・42 警察本部・・・・・72
総務部・・・・・17 観光部・・・・・51 教育委員会・・・・・73
県⺠⽂化部・・・・・18 農政部・・・・・53 企業局・・・・・78
健康福祉部・・・・・24 林務部・・・・・58

６　令和３年度主要事業一覧

※事業名の下に、主に関連するSDGｓのアイコンを表示しています。

SDGs（エスディージーズ・持続可能な開発目標）

SDGｓは、2015年９月に国連で採択された「持続可能な開発のための2030年アジェンダ」に

盛り込まれた17の目標です。

長野県は「しあわせ信州創造プラン2.0」をSDGｓ達成をめざす行動計画として位置付け、

「SDGｓ未来都市」として誰一人取り残さない持続可能な社会の実現をめざしています。

詳細は以下のサイト（県HP）をご覧ください。

https://www.pref.nagano.lg.jp/kikaku/kensei/shisaku/sdgs_miraitoshi.html
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【新】【創】
1 「逃げ遅れゼロプロジェクト」

の強化・推進事業費
[010301][010302]

危機管理防災課 Ｒ３予算

【新】【創】
2 避難所ＴＫＢ環境改善向上

事業費
[010302]

危機管理防災課 Ｒ３予算

【地】
3 火山対策事業費

[010301]

危機管理防災課 Ｒ３予算

4 緊急消防援助隊関東ブロック
合同訓練事業費
[010102]

消防課 Ｒ３予算

0

6,843 Ｒ２当初 0

◎ 消防体制の充実強化

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

危機管理部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

「逃げ遅れゼロ」の実現を目指すため、信州防災アプリ（仮称）の構築やシス
テムの更新等を行います。

　　　・「信州防災アプリ」（仮称）の構築等
　　　・率先安全避難者制度の運用
　　　・防災情報システムの改修・更新

*「信州防災アプリ」登録者数：10,000名（2021年度）

63,242 Ｒ２当初

[R2.6月補正] [2,600]

大規模災害の発生による緊急消防援助隊の派遣を想定し、消防応援活動調
整本部の運用など、長野県の受援体制を検証するとともに、関東ブロック都
県及び県内消防本部の連携による実践的な部隊運用訓練を実施します。

　　　・実施時期　令和3年10月
　　　・実施場所　上田市　ほか

◎ 災害対策の推進

*御嶽山火山マイスター：17人（2020年度）→20人（2021年度）

◎ 危機管理体制の整備

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

36,290 Ｒ２当初 12,639

4,985 Ｒ２当初 0

大規模災害発生時の避難所環境を改善・向上させるため、市町村・ＮＰＯ団
体等と連携し、避難所のＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）の環境改善に取り組
みます。

　　　・仮設トイレ快適環境創出事業
　　　・避難所における良好な生活環境のあり方検討会の開催
　　　・避難所・孤立集落多角的電源確保事業

*快適トイレ導入基数：25基（2021年度）

県関係火山に対する防災対策を推進するため、火山防災協議会の運営支
援を行うとともに、御嶽山の火山防災対策を強化します。

　　　・名古屋大学御嶽山火山研究施設運営支援事業
　　　・御嶽山火山マイスター認定・運営支援事業
　　　・火山避難施設整備支援事業

10 (危機管理部-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 消防防災航空体制再構築
事業費
[010103]

*消防防災ヘリコプターの安全運航

消防課 Ｒ３予算

6 防災行政無線設備更新
事業費
[010101]

*災害時の通信確保率：100%（2021年度）

消防課 Ｒ３予算

2,982,726

消防防災航空体制を再構築するため、購入したヘリコプターでの訓練を実施
し、緊急運航の段階的な再開を目指します。また、更なる安全運航体制の構
築に向け、研修・訓練による技術力の強化に取り組みます。

　　　・操縦士及び整備士の養成
　　　・安全運航のための訓練・研修

94,572 Ｒ２当初

◎ 防災情報基盤の整備

災害時に安定した通信手段を確保するため、老朽化した防災行政無線地上
系電源設備を更新します。

　　　・予備発電機　　 8式
　　　・直流電源装置　2式

253,682 Ｒ２当初 18,598

11 (危機管理部-2)



1 信州学び創造事業費
[020103]

総合政策課 Ｒ３予算

2 国際関係パートナーシップ
強化事業費
[021101]

国際交流課 Ｒ３予算

3 北京冬季オリンピック・パラ
リンピック交流強化事業費
[021101]

国際交流課 Ｒ３予算

【新】
4 ホストタウン・事前キャンプ地

における新型コロナウイルス
感染症対策事業費
[021101]

国際交流課 Ｒ３予算

企画振興部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

学びの関係人口の拡大と交流を推進し、これからの学びを創造するため、
様々な立場で学びに関わる人々が国内外の多様な学びに触れ、互いに交流
を深めるシンポジウム等の開催や、WEB上の交流プラットフォームの構築を行
います。

　　　・イベント「Learn by Creation NAGANO」の開催（シンポジウム、ワーク
　　　　ショップ等）
　　　・WEB上の学びの交流プラットフォームの構築

9,000 Ｒ２当初 15,576

◎ 「学びの県づくり」の推進

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

*シンポジウム等参加者数：1,500人以上(2021年度)

中国、韓国、米国等との連携を強化し、観光・経済分野等での相互利益を創
出するため、友好都市等との交流事業を実施します。

　　　・中国政府要人招へい、青少年交流促進・松本空港へのチャーター便
　　　　誘致に向けた職員派遣
【拡】・友好協定締結5周年を迎える韓国江原道・ソウル特別市への訪問
　　　・ミズーリ大学コロンビア校の学生の受入れ

3,003 Ｒ２当初 1,872

◎ 国際交流の推進

北京冬季オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される中国との友好交流
や経済交流を促進します。

　　　・長野県スキージュニア選手の河北省への派遣による中国選手との合同
　　　　練習の実施
　　　・開催予定地の河北省の担当者を受入れ、競技運営の研修等の実施
【新】・北京冬季オリンピックへの出席及び要人との会談

*ジュニア選手交流競技数：1競技(2021年度)

5,744 Ｒ２当初 1,903
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

東京オリンピック・パラリンピック競技大会のホストタウン・事前キャンプ地にお
ける新型コロナウイルス感染症対策を実施します。

　　　・選手、自治体職員等の感染の有無を調べるためのPCR検査等
　　　・選手等の受入時に市町村が行う新型コロナウイルス感染症対策への
　　　　支援

（文化振興基金活用事業）

200,000 Ｒ２当初 0

12 (企画振興部-1)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

5 移住・交流推進事業費
[021001]

信州暮らし推進課 Ｒ３予算

【新】
6 デジタルを活用した情報発

信・相談窓口整備事業費
[020401]［020501］

先端技術活用推進課
広報県民課 Ｒ３予算

【新】【創】
7 ＤＸ推進体制強化事業費

[020401]

先端技術活用推進課 Ｒ３予算

【創】
8 デジタル人材育成・誘致

事業費
[020401][070403]

先端技術活用推進課
産業労働部創業・サービス
産業振興室 Ｒ３予算

迅速で、より目的に適した県政情報の発信や時間・場所にとらわれず県に相
談できる環境を整備するため、デジタル媒体による広報を強化するとともに、
ＡＩを活用した相談窓口を開設します。

　　　・ＷＥＢ広告による情報発信
【創】・県ホームページにおける相談チャットボットの構築・運用

*WEB広告1テーマ当たりクリック数：2万回以上(2021年度）

21,240 Ｒ２当初 0

多様なＩＴ人材の育成・誘致のため、県内のＩＴ関連の取組の実施拠点を５Ｇで
つなぎ、デジタルを活用した新事業創出を目指す人材が県内各地から参加で
きる機会を提供するとともに、その取組を全国に発信します。

【新】・ＩＴ関連のセミナー・勉強会等をつないだ産学官連携イベントを実施
　　　・デジタル人材育成応援イベント「Nagano Fledge」の開催

*各地域で活動する取組と連携したイベント延べ参加者数：450人(2021年度)

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

11,149 Ｒ２当初 12,848

*「Nagano Fledge」延べ参加者数：1,500人(2021年度)

6,600 Ｒ２当初 0

[R2.9月補正] [49,493]

◎ 「長野県DX戦略」の具体化

*デジタル相談窓口（チャットボット）利用件数：3,650件(2021年度)

◎ 移住・交流の推進

地方回帰の動きを捉え、移住者や二地域居住者を県内に呼び込むため、仕
事と暮らしをセットにした情報発信や移住者受入体制の充実に取り組むととも
に、都市部住民と県内地域をつなぐ取組を推進します。

【創】・副業人材を活用し、クリエイティブ人材誘致の取組を実施
　　　・田舎暮らし「楽園信州」推進協議会と連携した移住セミナー等の開催
　　　・ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センターとの連携
　　　・地方に関心を持つ都市部住民（つながり人口）との協働による地域課題
　　　  解決プログラム等の実施

*移住者数：2,323人(2019年度)→2,850人(2021年度)

61,863 Ｒ２当初 56,487

*移住相談件数：8,171人(2019年度)→9,000人(2021年度)

*週末信州人等登録者数：251人(2019年度)→350人(2021年度)

ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）推進体制強化のため、ＩＴに関する最新
かつ専門的な知識を有する調査会社等から助言・指導を受け、専門性の高い
職員を育成します。
　
　　　・ＩＴに関する助言・指導業務の委託

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

【新】【創】
9 公共交通機関における

キャッシュレス化推進事業
補助金
[020601]

交通政策課 Ｒ３予算

【新】
10 地域公共交通計画策定

支援事業補助金
[020601]

交通政策課 Ｒ３予算

11 信州まつもと空港利活用・
国際化推進事業費
[020701]

松本空港利活用・国際化推進室 Ｒ３予算

12 地域振興局事業費
[020802]

地域振興課 Ｒ３予算

*推進費を活用した事業のうち成果指標を達成した事業の割合：65%(2021年度)
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

903,486 Ｒ２当初 951,147

*国内定期便利用率：68.9%(2019年度)→65.0%(2021年度)
*国際チャーター便就航数：44便(2019年度)→10便(2021年度)

◎ 個性豊かな地域づくり

生活圏を基本として、地域の交通課題の解決に向けた取組が着実に進むよ
う、複数の市町村等が共同で行う地域公共交通計画策定に係る費用を支援し
ます。

　　　・事業主体　　　　市町村（複数で取り組む場合に限る）、広域連合　等
　　　・補助対象経費　地域公共交通計画策定に係る経費
　　　・補助率　　 　　　1/2以内（上限350万円）

*県内市町村の地域公共交通計画策定率：40.2%(2019年度)→50.0%(2021年度)
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

県内公共交通機関におけるキャッシュレス決済を推進するため、乗合バス事
業者が行う機器導入等に係る費用を支援します。

　　　・事業主体　　　　乗合バス事業者（県内高速・特急バス路線を運行する
　　　　　　　　　　　　　 者に限る）
　　　・補助対象経費　ＱＲコード決済やクレジットカード非接触決済対応の車
　　　　　　　　　　　　　 載器、システム導入等の初期費用に要する経費
　　　・補助率　　 　　　2/5以内

*クレジットカード非接触決済端末導入車両数：0台(2019年度)→170台(2021年度)

27,600 Ｒ２当初 0

◎ 地域公共交通の維持・発展

449,030

信州まつもと空港の利用回復と発展・国際化を推進するため、発着路線の利
用促進や拡充に取り組むとともに、安全・安心な空港に向けた管理運営を行
います。

　　　・広告宣伝活動や旅行商品造成支援等による国内線の利用促進
【新】・沖縄とのチャーター便の運航促進
　　　・国際チャーター便の誘致及び国際乗継便の利用促進
　　　・空港施設・設備の整備、修繕及び保守管理等の実施

10,500 Ｒ２当初 0

[R2.6月補正等] [△874]

地域の強みや特性を最大限に活かした地域活性化を図るため、多様な主体
による自主的・主体的な取組を支援するとともに、地域振興局長がリーダー
シップを発揮し、現地機関が一体となって施策に取り組みます。

　　　・地域発 元気づくり支援金を活用した地域の元気を生み出す取組の
         支援
　　　・地域振興推進費を活用した地域課題解決のための事業の実施

*支援金を新たに活用した団体数：1,735団体(2019年度)→2,010団体(2021年度)

*信州まつもと空港利用者数：157千人(2019年度)→160千人(2021年度)

498,495 Ｒ２当初
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

13 地域活性化推進事業費
[020801]

地域振興課 Ｒ３予算

14 市町村の広域連携推進
事業費
[020901]

地域振興課 Ｒ３予算

【創】
15 新型コロナウイルス感染症

情報発信事業費
［020501］

広報県民課 Ｒ３予算

【新】
16 データ活用による政策形成

推進事業費
[020101]

総合政策課 Ｒ３予算

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

53,485 Ｒ２当初 0
[R2.4月補正等] [57,770]

36,000 Ｒ２当初 36,000

住民主体の地域課題解決を進めるため、地域づくり活動の担い手や担い手を
支援する人材の育成・確保・活動支援等に取り組みます。

　・県地域おこし協力隊員の配置や研修等の開催による市町村協力隊員の
　　円滑な受入れや活動の支援
　・住民の対話と学びを促し、その活動に寄り添う人材の活動支援
　・特別豪雪地帯において住宅除雪支援員を派遣する市町村の支援
　・地域づくり団体全国研修交流会長野大会実行委員会への負担金

*中間支援人材育成講座修了生のうち活動した者の割合：65%(2021年度）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大や誹謗中傷の防止、経済活動への対
応等に係る機動的な情報発信を、関係部局と連携して行います。

　・テレビCM、番組放送
　・WEB、新聞広告掲載
　・ポスター作成　等

◎ 新型コロナウイルス感染症への対応

[R2.6月補正等] [4,999,696]

市町村の持続的・効果的な行政サービスの提供に資するため、国の支援制度
が適用されない地域において、市町村が広域的に連携して実施する事業に
対して助成します。

　・対象地域　北アルプス地域　5市町村、木曽地域　6町村
　・補助率　 　1/2以内

*圏域全体の活性化に取り組む圏域数：9圏域(2020年度)→9圏域(2021年度)

*市町村地域おこし協力隊員の定着率：77.4%(2019年度)→75%(2021年度)

20,459 Ｒ２当初 18,788

◎ データを活用した政策形成の推進

統計データ等の客観的な証拠に基づく政策形成を推進するため、データを効
果的に活用した本県の現状の把握とその要因の分析、職員のスキルアップの
ための取組等を実施します。

　・現状の把握と要因の分析
　・職員によるワークショップ　等

14,619 Ｒ２当初 0
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

17 スマート自治体推進事業費
[020202]

情報政策課 Ｒ３予算

◎ しごと改革・働き方改革の推進

行政のデジタル化による県民サービスの向上及び業務の効率化を図るため、
ＩＣＴの活用を推進します。

　・次期情報システムの構築（円滑にテレワークを行えるセキュリティレベルの
　　高い情報通信システムの整備、職員間のコミュニケーションツールの導入、
　　庁内会議室等の無線ＬＡＮ環境の整備）
　・ＲＰＡ開発・運用（60→100業務程度）
　・テレワークの推進（タブレット端末、モバイルパソコン等の配置）
　・テレビ会議・ＷＥＢ会議の推進

*ＲＰＡ適用業務数：60業務(2020年度)→100業務(2021年度)

3,513,340 Ｒ２当初 145,118
[R2.4月補正] [2,139]

16 (企画振興部-5)



1 公文書審議会運営事業費
[030902]

情報公開・法務課 Ｒ３予算

2 新文書管理システム構築事
業費
[030902]

情報公開・法務課 Ｒ３予算

【新】
3 中長期修繕・改修事業費

[030602]

財産活用課 Ｒ３予算
[債務負担行為額]

4 職員研修事業費
[031101]

職員キャリア開発センター Ｒ３予算 23,958 Ｒ２当初 24,502

令和3年3月に策定予定の「中長期修繕・改修計画（個別施設計画）」に基づ
き、県有施設の長寿命化等を図るため、計画的に修繕・改修工事等を実施し
ます。

　　　・他部局予算額を含めた全体事業費　2,820,725千円
　　　・老朽化が進む県有施設の計画修繕
　　　・県庁本館棟の省エネルギー化改修の可能性調査
　　　・災害時に拠点となる施設等の浸水対策に向けた調査・設計

1,778,374 Ｒ２当初 0
[441,334]

若手職員の早期育成や管理監督者のマネジメント力向上のための体系的な
研修を実施するとともに、職員自身の強み・弱みに応じた主体的な学びへの
支援を行います。

【拡】・ｅラーニングやオンライン研修を積極的に活用し、研修効果を向上
　　　・キャリアステージに応じた政策形成研修、マネジメント研修等の実施
　　　・自己啓発活動の支援

*職員研修の活用度：77.3点（2019年度）→前年度を上回る（2021年度）

[債務負担行為額] [123,705]

「長野県公文書等の管理に関する条例」に基づき設置した審議会において、
公文書管理の具体的な基準について、その実効性や内容の客観性を確保す
るため、専門的な見地による審議を行います。

878 Ｒ２当初 962

令和4年4月に本施行となる「長野県公文書等の管理に関する条例」に沿った
文書管理を行うため、新たな文書管理システムを構築します。

123,705 Ｒ２当初 0

◎ 県庁の自治力強化

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

総務部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）
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1 私立学校振興事業費
〔041001〕

基金活用事業）

私学振興課 Ｒ３予算

2 信州高等教育支援センター
事業費
[041101]

*県内大学生インターンシップ参加率：35.2%（2019年度）→41.0%（2021年度）

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

高等教育振興課 Ｒ３予算

3 公立大学法人長野県立大学
関連事業費
[041102]

高等教育振興課 Ｒ３予算

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

県民文化部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 私学・高等教育の振興

[R2.4月補正等] [228,277]

私立学校の教育条件の維持向上や児童生徒等の経済的負担の軽減のため、
運営費補助や授業料の支援などを実施します。

【拡】・私立高等学校教育振興費補助金
　　　　授業目的公衆送信補償金相当額を補助単価に加算
【拡】・私立幼稚園教育振興費補助金
　　　　幼稚園教育の質の向上のため、補助単価を引上げ
【創】・私立高等学校授業料等軽減事業補助金
　　　　新型コロナウイルス感染症の影響等により、家計が急変した世帯に対す
　　　　る授業料の支援を継続

*私立高等学校全日制定員充足率：96.7%（2019年度）→97.14%（2021年度）

*私立高等学校授業料滞納率：0.24%（2019年度）→0.19%（2021年度）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、ふるさと信州寄附金

11,483,846 Ｒ２当初 10,875,043

グローバルな視野でビジネスや地域社会にイノベーションを創出し、地域に貢
献するリーダーの育成と、地域課題を解決する研究活動など、長野県立大学が
行う取組を支援します。

【拡】・長野県立大学運営費交付金（令和4年4月予定の大学院設置に向けた
　　　 準備経費及び県内産100パーセント再生可能エネルギー由来電力の調
　　　 達経費を含む）
　　　・長野県立大学評価委員会の開催

1,076,681 Ｒ２当初 1,094,493

[R2.9月補正] [△2,800]

14,078 Ｒ２当初 566,793

*県内大学の収容力：19.4%（2020年度）→維持向上（2022年度）

*県内大学志願者数：16,679人（2019年度）→維持向上（2021年度）

県内高等教育機関の魅力向上と産学官連携による県内への人材定着のため、
信州高等教育支援センターにおいて、学生のキャリア形成や社会人のニーズ
に合わせたリカレント教育などを支援します。

　　　・大学生のインターンシップのマッチング支援や海外インターンシップ
　　　 経費への補助
　　　・県内外に県内の大学及び短期大学の魅力を発信
【新】・社会人向けリカレント教育講座の開設経費への補助

18 (県民文化部-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

4 しんしゅう多文化共生新時代
地域づくり推進事業費
[040301]

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

多文化共生・パスポート室 Ｒ３予算

5 芸術文化活動推進事業費
［040101］

文化政策課 Ｒ３予算

6 長野県立美術館運営事業費
[040101]

 事業）

信濃美術館整備室 Ｒ３予算

*モデル自治体新規創出数：2か所（2021年度）

*日本語交流員の養成人数：56人（2018年度）→累計157人（2021年度）

18,877 Ｒ２当初 11,772
[R2.9月補正] [8,658]

◎ 多文化共生の推進

「長野県多文化共生推進指針2020」の基本目標「共に学び、共に創る  しんしゅ

う多文化共生新時代」を創造するため、モデル自治体
※

への支援及び好事例の
県内他市町村への発信等を行います。

※ 先駆的な日本語教室(地域の交流の場も提供)を運営する自治体（県指定）

【拡】・モデル教室への日本語教師等の派遣、日本語教室運営への助言及び
　　　 日本語交流員の養成等
　　　・外国人にも理解しやすい「やさしい日本語」等、外国人との多文化コミュ
　　　 ニケーションに必要な知識を習得する講座の開催
【創】・ＳＮＳを活用した外国人県民に対する新型コロナウイルス感染症情報の
　　　  発信
　　　・災害多言語支援センターの設置・運営訓練及び外国人のための防災
　　　　訓練の実施

[R2.4月補正等] ［6,552］

◎ 文化芸術の振興

生涯にわたって文化芸術に親しみ、楽しむことができるようにするため、「長野
県文化芸術振興計画」に基づく文化芸術施策を展開します。

【拡】・長野県におけるアーツカウンシル
※

の構築に向けて、人材育成や活動
　　　  支援の取組を実施
　　　　　　　　 ※ 専門的人材が文化芸術活動に関する相談や助成などの支援を行う仕組み

　　　・東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた長野県文化プ
　　　　ログラムとして、芸術監督団等の企画による各種事業の実施を支援
　　　・北アルプス国際芸術祭2020‐2021の開催支援
　　　・セイジ・オザワ 松本フェスティバルの共催　　　　　　　　　　　　　　　　等

*文化芸術活動に参加した人の割合：64.9%（2019年度）→72.5%（2022年度）

（一部 文化振興基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

251,990 Ｒ２当初 300,136

[R2.11月補正] [21,371]

国内外の人々が集い、信州の魅力を発信する文化・観光の拠点として、新しく
生まれ変わる長野県立美術館を運営します。

　　　・開　館　令和3年4月10日
　　　・オープニング展覧会の開催
　　　　4月～8月　完成記念展覧会、建築展、制服展、映像展　等
　　　　8月末～　  グランドオープン記念展「森と水と生きる」、収蔵名品展　等
　　　・その他の開館イベント
　　　　「霧の彫刻」オープニングイベント、屋上広場でのワインガーデン　等

*県立美術館への来館者数：60万人(2021年度)

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、文化振興基金活用

475,950 Ｒ２当初 360,145
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

7 交通安全推進事業費
[040502]

くらし安全・消費生活課 Ｒ３予算

8 消費生活安定向上事業費
[040501]

くらし安全・消費生活課 Ｒ３予算

9 人権尊重推進事業費
[040601]

人権・男女共同参画課 Ｒ３予算

Ｒ２当初 22,100
[R2.9月補正] [△186]

◎ 安全な暮らしの確保

交通事故のない安全で安心な県民生活の実現のため、関係団体等と連携し、
自転車の安全利用や、高齢ドライバーの事故防止対策等を推進します。
　
　　　・長野県交通安全運動推進本部・地方部による啓発活動等の実施
　　　・交通事故相談所を通じた被害者等への相談及び助言の実施
　　　・自転車の安全利用等の広報・啓発、自転車損害賠償保険等の加入
　　　 促進等
　　　・運転能力の低下に対する「気づき」を促す講習会講師の養成等、高齢
　　　 ドライバーの運転事故防止関連対策の実施

*交通事故死傷者数：7,624人（2019年）→6,500人以下（2021年）
*自転車事故発生件数：772件（2019年）→715件以下（2021年）
*高齢ドライバー事故による死者数：24人（2019年）→23人以下（2021年）
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

124,293 Ｒ２当初 119,470
[R2.9月補正] [△19]

◎ 人権が尊重される社会づくり

「人権が尊重される長野県」を実現するため、住民に親しみやすく参加しやすい
人権啓発活動等を実施します。

　　　・県内スポーツ組織と連携した啓発の実施
　　　・人権フェスティバル、企業人権セミナー等講演会、イベントの実施
　　　・人権啓発センター及び性暴力被害者支援センターの運営
　　　・人権を取り巻く環境の変化と、令和2年度に実施した「人権に関する
    　  県民意識調査」の結果を踏まえ、長野県人権政策推進基本方針を改定
【創】・新型コロナウイルス感染症に伴う誹謗中傷等を抑止するための啓発の実

    　  施
※

　　　　　※予算は15ページ「15　新型コロナウイルス感染症情報発信事業費」（企画振興部）に計上

*人権が尊重されていると思う人の割合：53.0%(2019年度)→60.0%(2021年度)

22,873

[△1,046]

消費生活の安定・向上のため、消費者教育等を実施するとともに、持続可能な
脱炭素社会づくりに向け、長野県版エシカル消費の実践を促進します。

【拡】・エシカルな商品の「見える化」等により、県民や事業者に自発的な実践
　　　　を働きかけ、「長野県版エシカル消費」を推進
　　　・消費生活に関する幅広い知識を習得できる消費者大学をＷＥＢ配信に
　　　　より開催
　　　・市町村の消費生活相談体制の整備・強化を支援

*消費者大学・出前講座等受講者数：2万人（2021年度）
*長野県版エシカル消費認知度：75%（2021年度）
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

149,548 Ｒ２当初 155,969
[R2.9月補正]
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

10 男女共同参画推進事業費
[040602]

人権・男女共同参画課 Ｒ３予算

11 結婚・子育て応援事業費
[040701]

次世代サポート課 Ｒ３予算
        

12 保育体制強化推進事業費
[040802]

こども・家庭課 Ｒ３予算

[R2.9月補正] [△515]

35,061 Ｒ２当初 42,832

◎ 子ども・子育て支援の充実

「スマート婚活」を推進するなど若者等の出会いの機会の拡大を図るとともに、
支援者の養成、ライフプランニング支援等の総合的支援を行います。また、安
心して子育てができる環境づくりを官民一体で進めます。

【創】・スマホからのアクセス対応やＡＩによるお見合い提案等の新機能を充実
        した結婚マッチングシステムを構築
　　　・ポータルサイトで婚活イベント等の情報発信
　　　・公的結婚相談所相談員のスキルアップ研修の実施
　　　・県内大学におけるライフデザインセミナーの開催
 　　 ・ながの子育て家庭優待パスポートの協賛店の拡大　　　　　　  　　等

*県と市町村等の結婚支援事業による婚姻件数：241件(2019年度)→331件(2021年度)

83,915 Ｒ２当初

59,623

*県審議会等での女性委員の割合：42.4%(2019年度)→50.0%(2021年度)

*民間企業の課長相当職以上に占める女性の割合：9.9%(2018年度)→15.0%(2021年度)

ジェンダー平等で持続可能な活力ある社会づくりを進めるため、家庭、地域、雇
用の場における男女共同参画を推進するとともに、啓発・発信機能を強化しま
す。

　　　・市町村と連携した第5次長野県男女共同参画計画の推進
　　　・地域活動における男女共同参画を進める講座の実施
　　　・関係団体と連携した男女共同参画推進県民大会や女性活躍推進セミ
        ナーの開催
【新】・男女共同参画センターが行う講座のオンライン化、所有する情報資産の
        有効活用に向けた整理

◎ 女性が輝く社会づくり

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

待機児童の発生を抑制するため、保育体制の整備を総合的に実施します。

　　　１　保育士人材バンクに保育士再就職支援コーディネーターを配置

　　　２　3歳未満児保育の受け皿となる地域型保育事業の開設を支援
　　　　　・事業主体　民間事業者
　　　　　・補助率　　 国庫補助対象経費の1/8

*地域型保育事業新規開設所数：6か所(2021年度)

[2,023][R2.9月補正等]

37,716

59,373 Ｒ２当初
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

13 信州やまほいく（信州型自然
保育）普及事業費
[040802]

こども・家庭課 Ｒ３予算

14 子ども・若者育成支援
事業費
[040702]

ふるさと信州寄附金基金活用事業）

次世代サポート課 Ｒ３予算

15 新たな社会的養育推進
事業費
[040901]

児童相談・養育支援室 Ｒ３予算

183,563 Ｒ２当初 179,482

子ども・若者が社会的に自立した個人として健やかに育つことができ、また支援
を必要とする子ども・若者を支えることができる環境整備を行います。

【新】・不登校児童生徒の学校以外の「まなびの場」の充実のための助成
　　　・困難を有する子ども・若者の自立支援の場を運営する民間団体へ助成
　　　・子どもの性被害予防のための研修会の実施
【拡】・信州こどもカフェに対し開催に要する経費のほか、新型コロナウイルス感
　　　　染症の影響によるかかり増し経費等を助成
　　　・長野県発達障がい者支援対策協議会の開催
　　　・通信制高校サポート校を利用する低所得世帯の利用料負担の軽減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

*発達障がい者サポーター養成講座受講者数：14,883人（2019年度）→18,000人（2021年度）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、こどもの未来支援基金、

[R2.9月補正] [3,884]

101,360 Ｒ２当初 87,458

[R2.4月補正等] [17,330]

社会的養護が必要な新生児等の家庭環境下での養育を進めるため、里親委
託を推進するとともに、予期せぬ妊娠に悩む妊婦等への支援を行います。
併せて、子どもと子育て家庭を切れ目なく支えるため、「児童家庭支援セン
ター」の運営を支援するとともに、「子ども家庭支援ネットワーク」の市町村への
普及を促進します。

【拡】１　乳児院による包括的里親支援事業
        　 里親の新規開拓から、里親委託後の養育相談までを一貫して行う
        　 包括的里親支援を推進（1か所→2か所）

　　　２　予期せぬ妊娠に悩む妊婦等支援事業
        　 産科医療機関、乳児院等の専門機関が連携し、出産後の養育に
　　　　　 リスクを抱える妊婦等への支援の充実を推進

　　　３　児童家庭支援センター運営事業
　　　　　身近な場所で専門的な児童家庭相談を行う児童家庭支援センター
　　　　　の運営費を補助（5か所）

　　　４　子ども家庭支援ネットワーク普及促進事業費
　　　　　「子ども家庭支援ネットワーク」の市町村への普及を促進

*里親等委託率：16.1%（2018年度）→20.4%（2021年度）

幼児期の子どもの基本となる能力を育むため、信州の豊かな自然環境と多様な
地域資源を活用した「信州やまほいく（信州型自然保育）」の普及を推進しま
す。

　　　・信州型自然保育認定制度の運用及び保育環境等の向上支援
　　　・信州やまほいく認定園を利用する世帯の保育料負担軽減※
　　　・信州型自然保育に係る研修、交流会の開催及び広報

*信州やまほいく（信州型自然保育）認定園数：226（2020年度）→250（2021年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金、森林づくり県民税基金活用事業）

40,099 Ｒ２当初 54,302

　※一部は幼稚園類似施設に対する国事業により実施
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

16 ひとり親家庭支援事業費
[040801]

こども・家庭課 Ｒ３予算

17 協働・共創推進事業費
[040401]

県民協働課 Ｒ３予算

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、生活困難に直面しているひ
とり親家庭を支援します。

　　　１　就業・自立支援センター事業
　　 　　 就業支援員を配置し、職業の紹介、情報提供を実施するとともに、
　　　　  就職に有利な資格等を取得するための講習会を開催

*母子家庭等就業・自立支援センターを通じた就職者数：

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

1,269,973 Ｒ２当初 1,244,393

　　　２　児童扶養手当給付事業
　　 　　 ひとり親家庭の生活の安定と児童福祉の増進を図るため、低所得
　　　　  のひとり親に対し手当を支給

【新】３　ひとり親家庭養育費相談事業
　　　 　 養育費受給を支援するため、弁護士による法律相談を実施

　103人(2019年度)→120人(2021年度)

[R2.6月補正等] [5,380]

◎ 協働・共創の推進

企業や大学、外部人材などとの連携・協働を加速し、共創による課題解決を一
層進めるため、共創スキームの構築や共創マインドの醸成に取り組むとともに、
ＮＰＯの活動をサポートします。

【拡】・企業等と協働で課題解決に向けた取組を企画する「共創ラボ」の試行的
　　　　実施
　　　・協働・共創の助言・サポート体制を整備
　　　・協働・共創スキルを高める研修の実施

*県と企業・団体等とで協働して行った事業数：351件(2019年度)→370件 (2021年度)

15,120 Ｒ２当初 8,832

23 (県民文化部-6)



【創】
1

[050203][050301][050302]
[050402][050701][050801]
[050901][051001][051201]

医療政策課
医師・看護人材確保対策課
地域福祉課
保健・疾病対策課
感染症対策課
介護支援課
障がい者支援課
薬事管理課 Ｒ３予算

【創】
2

[050402][050901][051001]

地域福祉課
介護支援課
障がい者支援課 Ｒ３予算

3

[050402]

地域福祉課 Ｒ３予算

新型コロナウイルス感染症
対策事業費（福祉分）

感染防止対策を徹底し、コロナ禍においても必要なサービスが提供できるよう
福祉施設等を支援します。

　　　・施設内の消毒費用や、感染者等への対応により帰宅できない職員の
　　　　宿泊費用等、サービス継続に必要なかかり増し経費を補助
　　　・感染が発生した施設への応援職員派遣に係る経費を補助
　　　・高齢者施設内の生活空間等の区分けを行うゾーニング環境の整備に
　　　　係る経費を補助

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地域医療介護総合

新型コロナウイルス感染症
対策事業費（生活支援分）

県民の命とくらしを守るため、生活に困窮する方への生活支援を強化します。

　　　・離職や失業等により生活に困窮する方に対する適切な自立支援を行う
         ため、「まいさぽ」の相談体制を強化
　　　・休業等に伴う収入減少により住居を失うおそれが生じている者に対し
　　　　て、住居確保給付金を支給

　確保基金活用事業）

906,390 Ｒ２当初 0
[R2.4月補正等] [11,454,414]

◎ 新型コロナウイルス感染症への対応

新型コロナウイルス感染症
対策事業費（医療分）

県民の命と健康を守るため、適切に診療・検査・療養が行えるよう医療・検査体
制を確保します。

　　　１　医療体制の確保
　　　　・病床確保のため、患者受入医療機関に病床確保料を補助
　　　　・軽症者等が療養するための宿泊療養施設の設置・運営
　【新】・宿泊療養者等に対する心のケアを実施
　【新】・休業を余儀なくされた医療機関等の再開等に係る経費を補助
　　　　・医療従事者が感染した場合などの応援職員派遣に係る経費を補助
　　　　・コロナ対応の医療従事者のための宿泊施設確保費用を補助
　　　　・コロナ対応に係る医療従事者への特殊勤務手当支給を支援

　　　２　検査体制の確保
　　　　・検査に必要な診察と検体の採取を集中的に行う「外来・検査センター」
　　　　　の設置・運営
　　　　・感染症法に基づく行政検査の実施
　　　　・高齢者施設等が実施する自主検査費用を補助

　　　３　ワクチン接種体制の整備
       　・専門的事項に係るコールセンターの設置及び接種体制構築に関する
　　　　　各種調整事務の実施

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、新型コロナウイルス

　感染症緊急包括支援交付金活用事業）

16,262,670 Ｒ２当初 0
[R2.4月補正等] [40,891,491]

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

健康福祉部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

44,803 Ｒ２当初 0
[R2.4月補正等] [6,353,891]

24 (健康福祉部-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

4 信州ＡＣＥ（エース）プロジェ
クト推進事業費
[050501][050701]

[050901]

　　１　信州ＡＣＥ(エース）プロジェクト普及・発信
　　　・ メディアやＳＮＳ等を活用した広報や、企業等と連携した普及啓発を実
　　　　施するほか、継続的、意欲的に健康づくりに取り組んだ企業を表彰し、
　　　　全県に発信　　　　
【新】・県民健康・栄養調査から明らかになった食塩過剰摂取に対して集中的
　　　　な「減塩」の普及啓発を実施

　　２　働き盛りの健康づくり支援事業
　　　・ 保険者等と協働した働き盛り世代対象の事業所対抗ウォーキング、地
　　　　域、職域が連携した運動習慣定着促進の取組の支援により企業の健康
　　　　経営を促進

　　３　健康に配慮した食環境整備事業
　　　・ 家庭での食生活改善に加え、外食や持ち帰り弁当などを利用した場合
　　　　にも健康に配慮した食事が選択できる環境づくり等を推進

　　４　ライフステージ別課題に応じた生活習慣改善実践事業
　　　・ 県内で栄養・食生活を専門に学ぶ大学生による同世代への生活習慣
　　　　改善の取組や、健康ボランティアによる普及啓発を実施

　　５　健康ボランティア活動強化事業
　　　・ 地域における健康づくりの担い手である健康ボランティアを養成

　　６　フレイル予防総合推進事業
　　　・ フレイル（加齢とともに筋力や認知機能等が低下し、生活機能障害・
　　　　要介護状態などの危険性が高くなった状態）予防を推進するため、市
　　　　町村等におけるフレイル予防プログラムの導入や高齢者の保健事業
　　　　と介護予防の一体的な取組を支援

　　７　国民健康保険市町村支援事業
　　　・ 国保データベース（ＫＤＢ）等を活用し、市町村国保における健康課題
　　　　を明らかにするとともに、市町村保健事業の効果的かつ効率的な実施
　　　  を支援

 →維持・向上(2021年度)

*特定健診受診率：56.0%（2016年度)→62.0%（公表値）（2021年度)

*健康づくりのために食生活に関する取組を行っている者の割合：88.2%（2019年度)

 →維持・向上(2021年度)

*要介護（要支援）認定率の全国順位（低い順）（調整済み認定率）：

健康増進課 　全国2位13.9%（2020年3月）→全国上位を維持（2022年3月）

保健・疾病対策課
介護支援課 Ｒ３予算

◎ 健康長寿No.1を目指して

県民の健康課題を「見える化」し、市町村・保険者等が行う保健事業や企業の
健康づくりの取組を支援するとともに、県民の生活習慣の改善に向け、運動
（Ａ）、健診（Ｃ）、食（Ｅ）に係る情報発信・環境整備を実施します。

*健康づくりのために運動に関する取組を行っている者の割合：71.5%（2019年度)

39,344 Ｒ２当初 30,605

25 (健康福祉部-2)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 医療・福祉人材の確保・養成

5

［050301］

医師・看護人材確保対策課 Ｒ３予算

6 看護職員確保対策事業費
[050302]

医師・看護人材確保対策課 Ｒ３予算 Ｒ２当初 900,201

医師確保等総合対策事業
費

医師の不足や地域・診療科偏在を解消するため、地方回帰の流れを捉えた医
師確保体制の充実や働き方改革の更なる推進により、医師の確保・養成・県
内定着率の向上を図るとともに、医師不足病院への支援等を行います。

【拡】１　ドクターバンク事業
　　　　 ・地方回帰の流れを捉えた大都市圏からの即戦力医師の確保
　　　２　信州医師確保総合支援センター事業
　　　 　・即戦力医師の確保、医学生修学資金貸与者のキャリア形成の支援
　　　３　医学生修学資金等貸与事業
　　　 　・将来県内で勤務しようとする医学生等に修学資金等を貸与
　　　４　地域医療人材ネットワーク構築支援事業
　　　　 ・修学資金貸与医師を地域医療人材拠点病院等から医師不足病院等
           へ派遣するとともに、派遣医師の教育・勤務環境の整備等を充実
　　　５　産科医等確保事業
　　　　 ・産科医等を確保するため、産科医に支給する手当等に支援
【拡】６　専門医支援事業
　　　　 ・幅広い医療を提供できる人材の確保のため、総合診療専門医を取得
           し将来県内で勤務する医師に資金を貸与
【拡】７　医師研究資金貸与事業
　　　　 ・新型コロナウイルス感染症患者対応を行える人材の確保のため、県
           外から移住する呼吸器内科医に資金を貸与
　　　８　医師の勤務環境改善支援事業
　　　　 ・2024年の医師の時間外労働上限規制に向け、チーム医療やICT化
           の推進による働き方改革に取り組む医療機関を支援
　　　　 ・女性医師に対するキャリア形成支援等を総合的に実施
【新】９　タスク・シフト等推進事業
　　　　 ・コメディカル対象のタスクシフト等に向けた能力向上の研修会を開催

*人口10万人当たり医師数：233人(2018年)→242人(2021年)

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地域医療介護総合確
　保基金活用事業）

1,059,641 Ｒ２当初  698,194
[R2.11月補正] [91,200]

看護職員を確保するため、看護職員の新規養成及び県内就業の定着・促進
を支援します。

【拡】１　看護職員修学資金貸与事業
         ・民間等の看護師等学校養成所の学生を対象に修学資金を貸与
　　　２　看護師等養成所運営費補助・施設整備事業
         ・看護師等養成所の運営費及び施設整備に対して支援
　　　３　プラチナナースのセカンドキャリア支援事業
         ・定年退職者など豊富な経験を有する看護職員（プラチナナース）
           の再就業に向けた研修やマッチングを実施
　　　４　看護人材育成推進事業
         ・看護師等学校養成所の関係者を集めた連絡会において、看護人材
           養成体制の状況を把握し、人材交流を含めた中長期的な人材養成
           体制の方向性等について研究

*人口10万人当たり就業看護職員数：
  1,436.9人（2018年度）→1,436.9人（2021年度）
*病院勤務（常勤）の看護職員の離職率：9.3%（2019年度）→9.2%以下（2021年度）
*県内看護師等学校養成所新卒者における
  県内就業率：83.20%（2019年度）→82.69%以上（2021年度）
* 看護師国家試験合格率：98.00%（2019年度）→97.92%以上（2021年度）

（一部 地域医療介護総合確保基金活用事業）

702,378
[R2.9月補正] ［△4,300］

26 (健康福祉部-3)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

7

[050401][050902]

地域福祉課
介護支援課 Ｒ３予算

福祉・介護人材確保対策事
業費

363,062 Ｒ２当初 324,178

介護分野の人材不足の解消を図るため、コロナ禍による求職者や新卒者をは
じめとする多様な人材の入職促進、入職した福祉・介護人材の資質向上及び
定着支援・離職防止の取組を実施します。

１　入職の促進
【拡】・介護職を目指す福祉系高校生や、公的職業訓練等を受講し、他業種等
　　　　から介護職を目指す者に対して修学資金等を貸付け
　　　・求職者の希望や適性に合った施設への派遣就労によるマッチングと資
　　　　格取得を併せて支援
【拡】・若者や県外からの移住者等の求職者獲得等を目的としたオンライン版
　　　　職場説明会を開催
　　　・外国人介護人材の受入促進のため、日本語学習や介護技術の習得を
　　　　支援
【新】・市町村が地域の実情に応じて実施する介護人材確保に向けた取組を
　　　　支援

２　資質の向上
　　　・新任、中堅、リーダー、管理者といった段階ごとに共通して求められる
　　　　資質・能力の習得を目的とした福祉職員生涯研修を実施
　　　・職員のキャリアアップや資質の向上、訪問介護員養成等のため、介護
　　　　技術等に関する研修を介護事業所へ訪問して実施
　　　・資格取得を支援するため、介護事業者が負担する介護職員初任者
　　　　研修や実務者研修の受講費用を助成

３　定着支援・離職防止
　　　・チームケアを推進するため、介護助手等多様な人材の活用や多職種
　　　　連携に取り組む介護事業所を支援
　　　・介護事業所の職場環境改善等を図るため、アドバイザーの派遣や
　　　　人材確保・定着支援セミナーを実施
　　　・介護事業所の生産性向上や職員の負担軽減を図り、イメージアップに
　　　　つなげるため、介護ロボットやＩＣＴの導入を支援

*中高生等のための出前講座受講者数：3,000人（2021年度）
*認知症介護従事者研修修了者数：825人（2021年度）

（一部 地域医療介護総合確保基金活用事業）

27 (健康福祉部-4)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 医療・介護提供体制の充実

8

[050201][050203]

[050301][050302]

[050401][050402]

[050701][050702][050703][050704]

[050801][050901][050902][051001]

[051201]

健康福祉政策課
医療政策課
医師・看護人材確保対策課
地域福祉課
保健・疾病対策課
介護支援課
障がい者支援課
薬事管理課 Ｒ３予算

地域医療介護総合確保事
業費（一部再掲）

団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向け、地域医療構想・高齢者プラ
ンを推進し、できる限り住み慣れた地域で安心して医療・介護サービスが受け
られる環境を整備するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、医療機能
の分化・連携及び必要な施設・設備の整備等、医療・介護サービス提供体制
の確保・充実を図ります。

　　　１  病床機能分化・連携事業
  【拡】・医療機関の施設・設備整備等を支援するほか、新たな病床機能の
　　　　　分化・連携への取組を支援
  　　　・圏域間連携による医療提供体制の充実を図るため、基幹的な役割を
　  　　　担う医療機関の設備整備等を支援
　　  　・地域医療人材拠点病院等が医師不足病院を支援する体制を構築
　　  　・地域医療構想の達成に向けた協議を行うため、地域医療構想調整
　  　　　会議を開催するほか、県民啓発のためのシンポジウムを開催

　　　２　在宅医療推進事業
　　  　・往診や在宅看取りに係るオンコール体制の整備に必要な費用等を
　  　　　支援
　　 　 ・看護師の資質向上研修を実施
　
【拡】３　介護施設等整備事業
　　 　 ・認知症グループホームや小規模多機能型施設などの地域密着型
　  　　　施設の創設や、施設における看取り環境の整備費等を助成
　　  　・特別養護老人ホーム等の円滑な開設等に必要な経費を助成
　　  　・施設の大規模修繕と併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入経費を助成
　　  　・福利厚生の充実を図るため、介護職員の宿舎整備費を助成
　　  　・高齢者施設内の生活空間等の区分けを行うゾーニング環境の整備費
　  　　　を助成
　
【拡】４　医療従事者確保・養成事業
　　　　  　26ページ「5　医師確保等総合対策事業費」及び「6　看護職員確保
　　　　　 対策事業費」の再掲

　　　５　介護従事者確保事業
　　　　  　27ページ「7　福祉・介護人材確保対策事業費」の再掲

　　　６　薬剤師復職・就業支援事業
　　  　・薬剤師の確保を図るため、病院・薬局等と連携した実務研修会や
　  　　　相談会等を実施し、円滑な就業を支援

（地域医療介護総合確保基金活用事業）

4,306,314 Ｒ２当初 3,012,242
[R2.11月補正] [91,200]

28 (健康福祉部-5)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 地域包括ケア体制の推進

9

[050901]

介護支援課 Ｒ３予算

地域包括ケア体制推進事
業費

高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケア
体制」を推進します。

　　　１　地域包括ケア構築推進事業
　【新】・高齢者が安心して地域で暮らしていけるよう、地域にある介護事業所
　　　　　や配食・移送等の生活支援サービス、通いの場の情報などが一目で
　　　　　わかる「地域包括ケア見える化マップ」をモデル市町村と協働して作成
　　　　・全日常生活圏域の地域包括ケア体制構築状況を可視化し、目標を
　　　　　持って取り組めるよう調査を実施
　　　　・専門職等で構成する支援チームの派遣・協働により、市町村における
　　　　　取組を、それぞれの課題に応じて伴走型で支援
　【拡】・24時間在宅ケアサービスに加え、居宅への訪問や施設への通所、
　　　　　宿泊を可能とする多機能型サービスの普及・展開を促進
　　　　・中山間地域の介護・生活支援サービスの確保のための研修会の開催
　　　　　や、事業所の体制整備等に取り組む市町村に対して支援

　　　２　生活支援・介護予防推進サポート事業
　　　　・高齢者の社会参加等を促進する就労的活動支援コーディネーターの
　　　　　資質向上に向けた研修会を開催
　　　　・市町村における介護予防・日常生活支援総合事業の取組充実のた
　　　　　め、事例集の作成やアドバイザー派遣を実施
　　　　・体操教室等へのリハビリテーション専門職の派遣や研修等により、
　　　　　「住民主体の通いの場」の充実を支援
　　　　・市町村において効果的な介護予防事業を展開するため、フレイル予
　　　　　防等に関する知識等の習得を目指す研修会を開催

【新】３　高齢者福祉施設災害等対策事業
　　　　・近年の災害を踏まえ、高齢者施設が実効性のある非常災害対策計画
　　　　　及び事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するための研修や個別相談を実施
　　　　　する市町村を支援

*要介護（要支援）認定者のうち自宅又は地域で暮らしながら介護サービスを
 受けている者の割合：82.7%（2020年2月）→上昇（2022年2月）
*要介護（要支援）認定率の全国順位（低い順）（調整済み認定率）：
 全国2位13.9%（2020年3月）→全国上位を維持（2022年3月）

（一部 地域医療介護総合確保基金活用事業）

32,105 Ｒ２当初 28,208
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 健康を守る疾病対策の推進

10 がん対策総合推進事業費
[050702]

保健・疾病対策課 Ｒ３予算
[債務負担行為額]

11 精神医療対策事業費
[050704]

（一部 地域医療介護総合確保基金活用事業）

保健・疾病対策課 Ｒ３予算

12 認知症施策総合推進事業費
[050704]

保健・疾病対策課 Ｒ３予算

（一部 地域医療介護総合確保基金活用事業）

192,687 Ｒ２当初 166,446
[469]

精神障がいのある人が地域で安心して自分らしい暮らしができるよう、適切な
医療や相談支援を受けられる体制の整備や医療費の軽減措置等の支援を行
います。

　　　・地方精神保健福祉審議会、精神医療審査会の開催
　　　・自立支援医療費（精神通院医療費）の公費負担
　　　・災害派遣精神医療チーム(ＤＰＡＴ)体制の整備
　　　・てんかん医療提供体制の整備
　

がん対策を推進するため、がんの予防、早期発見から治療、就労支援まで広
範にわたる対策を総合的に実施します。

　　　・がん予防、がん医療の向上を目的とした全国がん登録の実施
　　　・「がんと向き合う週間」を中心に、がん検診の受診促進を県民運動とし
　　　　て推進するための普及啓発活動の実施
　　　・地域がん診療連携拠点病院等の機能強化を目的とした運営費等への
　　　　補助
　　　・がん治療を行う医療機関における施設整備、医療機器購入に対する
　　　　補助
　　　・社会保険労務士によるがん患者の就労相談体制の整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 にんよう

【新】・小児・ＡＹＡ※1世代がん患者等妊孕性※2温存治療費の助成
    　　※1 ＡＹＡ・・・Adolescent and Young Adult（思春期・若年成人）の略

    　　※2 妊孕性・・・男女問わず「妊娠するための力」の意味

認知症の人ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・
福祉の充実と連携による総合的な支援を行います。

　　　・認知症疾患医療センターの整備
　　　・認知症施策推進懇談会の開催
　　　・医療従事者向け認知症対応力向上研修の実施
　　　・若年性認知症コーディネーターの配置

（一部 地域医療介護総合確保基金活用事業）

68,273 Ｒ２当初 68,281

2,953,795 Ｒ２当初 2,982,694
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 社会保障に係る必要経費の確保

13 国民健康保険運営安定化等
事業費
[050601]

*糖尿病等の重症化予防の取組実施市町村数：73（2019年度)→77（2021年度)

*保険者努力支援制度（都道府県分）全国順位：

  33位（2018年度)→前年度以上（2021年度)

*保険者努力支援制度（市町村分）全国順位：

  19位（2018年度）→前年度以上（2021年度)

国民健康保険室 Ｒ３予算

14 後期高齢者医療支援事業費
[050602]

*高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施取組市町村数：60市町村（2021年度)

国民健康保険室 Ｒ３予算
[△106]

17,501,633 Ｒ２当初 17,346,188

県が市町村と国民健康保険の運営を担い、その安定的な財政運営と効率的
な事業の確保を図るとともに、市町村の保健事業を支援し、医療費適正化を
図ります。

   １　国民健康保険基盤安定事業負担金
　 　　・低所得者等の保険料（税）軽減措置に対する費用負担

   ２　国民健康保険特別会計繰出金
　　　 ・保険給付費の公費負担等に要する費用の繰出し
　　   ・高額な医療費による財政リスク軽減に要する費用の繰出し
　　 　・特定健康診査、特定保健指導の実施に要する費用の繰出し

   ３　国民健康保険市町村保健事業支援
　　　 ・糖尿病性腎症重症化予防に関する取組が薄い小規模市町村に
　　　　 対するアドバイザーの派遣
　　　 ・国保加入を控えた定年前の健保被保険者等へ健康情報の提供
 【新】・国保ヘルスアップ支援員等による国保データベース（ＫＤＢ）を
　　　　 活用した市町村国保の保健事業支援
 【新】・糖尿病等の生活習慣病治療中断者への受診勧奨や適正服薬
　　　　 指導における薬剤師等の専門職と連携した取組を支援

*市町村保険料（税）収納率：95.15%（2019年度)→前年度以上（2021年度)

[R2.9月補正等]

28,550,136 Ｒ２当初 27,349,833

後期高齢者医療広域連合と市町村が行う後期高齢者医療制度の運営につい
て支援し、持続的な運営を図ります。

   １　後期高齢者医療給付費県費負担金
　 　　・後期高齢者医療広域連合が行う療養の給付等に対する費用負担
   ２　後期高齢者医療保険基盤安定事業負担金
　 　　・市町村が行う低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負担
   ３　財政安定化基金運営事業
　　　 ・後期高齢者医療広域連合に対する保険料の増加抑制を図るため
   　　　の資金交付等

*歯科健診受診率：15.2%（2019年度)→前年度以上（2021年度)
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

15 介護給付費負担金交付事
業費
[050901]

介護支援課 Ｒ３予算

16 福祉医療費給付事業費
[050102]

健康福祉政策課 Ｒ３予算

◎ 自殺対策の強化・推進

17 自殺対策推進事業費
[050704]

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、ふるさと信州寄附金

保健・疾病対策課 Ｒ３予算

27,759,089 Ｒ２当初 27,536,597

市町村の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を定率で負担し、介護
保険財政の安定的な運営を図ります。

　　　・施設等サービスに係る給付費の17.5%
　　　・居宅等サービスに係る給付費の12.5%

4,268,021 Ｒ２当初 4,231,774

「誰も自殺に追い込まれることのない信州」を実現するため、市町村、関係機
関、民間団体等と連携し、自殺対策を推進します。

【新】・高校生～一般向けハンカチ型リーフレットの作成
【新】・マスメディアを活用した自殺対策の啓発
　　　・総合相談会（一般・被災者向け）の開催
　　　・中学生向け御守り型リーフレットの作成
　　　・弁護士会と連携した「くらしと健康の相談会」の開催
　　　・地域の自殺対策で重要な役割を果たす人材養成のための研修会の
        開催
　　　・自殺予防週間（9/10～16）及び自殺対策強化月間（3月）を中心とした
        普及啓発の実施
　　　・精神科医と内科医等のかかりつけ医による連携検討会の実施
　　　・自殺対策に取り組む市町村、民間団体等への助成
　　　・自殺未遂者支援を行う救急告示医療機関等への助成
　　　・「長野県自殺対策推進センター」における市町村計画の推進及び進捗
　　　　管理の支援　等

*自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）：16.5（2016年）→13.6以下（2022年）

基金活用事業）

61,919 Ｒ２当初 55,945

乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等の経済的負担を軽減し、福祉の向上を
図るため、市町村が行う医療費助成事業を支援します。
令和3年8月からは、中学校卒業までの柔道整復施術療養費に現物給付方式
を導入するとともに、精神障がい2級の方の通院補助対象を全診療科に拡大
し、制度の充実を図ります。

　１　福祉医療費給付事業補助金
　　 ・市町村が行う乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等に対する医療費自己
　　　 負担分への助成に要する経費に対して補助金を交付（補助率1/2）
　２　国民健康保険特別会計繰出金
　　 ・中学校卒業までの子どもの医療費の現物給付化により生じる国民健康
　　 　保険国庫負担金等の減額調整額相当額を繰出し
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

18 困難を抱える子どもへの動
物介在活動による支援事業
費

[051103]

食品・生活衛生課 Ｒ３予算

◎ 食品・医薬品等の安全確保

19 食品衛生監視指導事業費
[051102]

*食品関係施設への監視指導実施率:116.2%(2019年度)→100.0%(2021年度)

食品・生活衛生課 Ｒ３予算

20 医薬品等監視指導事業費
[051201]

*薬事監視実施率：30%以上（2021年度）

薬事管理課 Ｒ３予算

◎ 「逃げ遅れゼロ」に向けた災害対策
【新】
21 「逃げ遅れゼロ」に向けた

災害対策事業費
[050103]

健康福祉政策課 Ｒ３予算

Ｒ２当初 15,464

台風等の大雨による河川の氾濫等により浸水が想定される浸水想定区域に立
地する社会福祉施設等において、「逃げ遅れゼロ」を目指すため、実態を調査
し、施設ごとの必要な対策の立案と実施に向けた支援を行います。

　　・県内の浸水想定区域内に立地する社会福祉施設等の実態調査
　　・調査結果を踏まえた、各施設の安全確保対策の支援

*対策立案率：100%(2023年度)
*対策実施率：30%以上(2023年度)

動物とのふれあいや世話体験等を通じて、不登校など困難を抱える子どもを
支援する事業を動物愛護センターから地域へ展開します。

　　・動物愛護センターと市町村、支援団体等との共催の動物介在活動を県内
　　　各地で実施
　　・地域での取組の基盤づくり、人材育成
　　・支援団体を核とした地域での動物介在活動の実施

*参加した児童生徒の人数：45人(2019年度）→40人を上回る(2021年度)

10,469 Ｒ２当初 8,655

飲食に起因する危害の発生を未然に防止するため、食品関係施設への監視
指導やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する助言等を実施し、県内で製造・加
工される食品の安全性をより高め、県民の食生活の更なる向上を図ります。

　　・広域食品衛生監視専門班及び保健福祉事務所食品衛生監視員による
　　　監視指導
　　・ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する助言、指導
　　・食品衛生推進員による食品関係営業者に対する助言等

20,698 Ｒ２当初 23,461

医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するため、医薬品等の製造販売
業者・製造業者・販売業者への監視指導を実施するとともに、資格者の確保及
び資質向上を図り、薬局・病院・診療所における医薬品等の適正な取扱いを
目指します。

　　・薬事監視員による許認可及び監視指導を実施
　　・事業者の資質向上を図るための研修会を開催

18,454

3,972 Ｒ２当初 0

33 (健康福祉部-10)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 障がい者が暮らしやすい地域づくり

22 障がい者共生社会づくり体
制整備事業費
[051003]

障がい者支援課 Ｒ３予算

23 障がい者就労支援事業費
[051002]

障がい者支援課 Ｒ３予算

Ｒ２当初 16,37318,929

障がいを理由とする差別の解消や障がい者の権利擁護等を推進し、障がいの
有無にかかわらず誰もが地域で安心して暮らすことのできる社会の実現に向
けた体制を整備します。

　１　障がい者共生社会づくり体制整備事業
【拡】・障がいを理由とする差別に関する相談対応と解決に向けた調査を実施
【拡】・「合理的配慮」や「不当な差別的取扱いの禁止」への理解に向けて、障
　　　　がい者団体、事業所や教育機関等を対象とする出前講座を実施
　　　・障がい者が気軽に相談できる障がい者団体によるピアサポートを実施

　２　障がい者虐待防止対策支援事業
　　　・障がい者権利擁護（虐待防止）センターによる障がい者虐待に関する相
　　　　談対応、関係機関との連絡調整や出前講座の実施
　　　・障がい者の権利擁護に関する認識強化や支援技術向上に向けて、事
　　　　業所や市町村等を対象とした研修の実施

　３　信州あいサポート運動推進事業
　　　・障がい者への配慮や手助けを積極的に行う「あいサポーター」を養成
　　　・周囲に援助や配慮を周知することができる「ヘルプマーク」を普及・啓発

*虐待防止研修出席法人数の割合：
　71.2%(2019年度)→前年度実績以上(2021年度)

Ｒ２当初 117,832

障がい者の地域で経済的に安定した生活を支援するため、障がい者の工賃
向上への支援や企業等への就労を促進します。

　１　福祉就労強化事業
　　　・障がい者就労施設が地域と連携を促進させるコーディネーターを配置
　　　・障がい者就労施設と農業分野のマッチングを強化
　　　・障がい者の就労機会の確保や工賃確保に資するモデル的な取組に対
　　　　して助成

　２　福祉連携とＯＪＴによる障がい者の就労促進事業
　　　・職場実習を支援する推進員の派遣や職場実習に係る経費を助成
　　　・障がい者就労支援機関とのコーディネートを実施

　３　障がい者ＩＴサポートセンター運営事業
　　　・ＩＴを活用した就労を促進するためのテレワーク普及促進のセミナー等を
　　　　実施

　４　ステップアップオフィス事業
　　　・知的・精神障がい者をチャレンジ雇用職員として雇用し、障がい者活躍
　　　　サポーターによる個別支援により、職場定着と一般就労を支援

*就労継続支援B型事業所の月額平均工賃実績：
　15,970円(2019年度)→2019年度実績以上(2021年度)

126,843

34 (健康福祉部-11)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 福祉を支える体制の充実

24 長野県社会福祉協議会活
動支援事業費
[050401]

地域福祉課 Ｒ３予算

◎ 社会的援護の促進

25 信州パーソナル・サポート
事業費（一部再掲）
[050402]

地域福祉課 Ｒ３予算

住民参加の地域福祉活動を推進し、県民の福祉の向上を図るため、長野県社
会福祉協議会が実施する社会福祉事業等に対し助成します。
また、災害時の住民支え合い体制の整備や生活困窮者等の就労や住まい確
保の支援を推進します。

　　　・福祉サービスの利用手続き、日常的な金銭管理等の援助
　　　・福祉サービスに関する苦情解決
　　　・生活福祉資金の貸付け
　　　・ボランティア活動、住民支え合い活動の支援
　　　・災害時における福祉支援体制の強化
【創】・災害時住民支え合いマップづくりの促進
　　　・就労・住居の確保に向けた身元保証、入居保証

[R2.4月補正等]

*「災害時住民支え合いマップ」の作成率：100%（2021年度）

187,940

生活に困窮している方の自立を促進するため、一人ひとりの状況に合わせた
包括的支援を推進します。

　　　１　自立相談支援事業
　　　　・生活困窮者の相談にワンストップ型で対応し、生活や就労を支援
　　　　・新型コロナウイルス感染症に対応するため人員体制を強化
　　　２　住居確保給付金事業
　　　　・休業等に伴う収入減少により住居を失うおそれが生じている者に
　　　　　家賃相当額を一定期間支給
　　　３　就労準備支援事業
　　　　・一般就労に必要な生活習慣の改善や基礎能力の形成を支援
　　　４　一時生活支援事業
　　　　・住居のない生活困窮者に緊急一時的に食事や宿泊場所を提供
　　　５　家計改善支援事業
　　　　・家計に課題を抱える生活困窮者の家計改善を支援
　　　６　研修等従事者スキルアップ事業
　　　　・市町村や相談支援機関の職員の支援技術向上を図る研修を実施
　　　７　生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業
　　　　・生活困窮家庭を訪問し学習や生活習慣の改善等を支援
　　　　　（実施予定　18地域→20地域）
　　　８　伴走コーディネーターによる自立相談支援の機能強化
　　　　・アウトリーチ等により寄り添いながら生活課題の解決を支援
　　　９　生活困窮者の「絆」再生等事業
　　　　・NPO等民間支援団体が実施する生活困窮者等の居場所確保や
　　　　　交流事業に対して補助
【新】10　ひきこもり支援連絡協議会（仮称）事業
　　　　・今後のひきこもり支援のあり方や体制整備等について協議

*県の生活就労支援センター（まいさぽ）の支援による就労・増収者数：
　139人（2021年度）

229,200 Ｒ２当初 227,758
[6,266,290]

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

228,483 Ｒ２当初
[R2.4月補正等] [48,463]

35 (健康福祉部-12)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 人生二毛作社会の実現

26 人生二毛作社会推進事業費
[050502]

　38.8%（2019年度)→44.2%（2021年度)

健康増進課 Ｒ３予算

◎ 妊娠・出産の安心向上

27 母子保健等推進事業費
［050701］

　

保健・疾病対策課 Ｒ３予算

　　　　・シニア活動推進コーディネーターによる支援（相談窓口機能、ネットワ

安心して妊娠・出産できる環境を整備するとともに子どもの健全育成を図るた
め、市町村の母子保健事業に対する支援、不妊治療を行う方や慢性疾病を抱
える患者家族等への支援を行います。

　　　・市町村の母子保健事業への専門的・技術的支援
　　　・不妊・不育専門相談センターにおける不妊・不育相談の実施
【拡】・特定不妊治療を受けている夫婦に対する治療費の一部を助成
　　　・小児慢性特定疾病に係る医療費の一部を助成
　　　・小児期から成人期への移行期にある慢性疾病患者に対する支援

（一部 安心こども基金活用事業）

1,176,765 Ｒ２当初 845,945

120,109 Ｒ２当初 122,132

シニア世代が、培ってきた豊富な知識と経験を社会参加や仕事で活かし、地
域の担い手として元気に活躍できる「人生二毛作社会」を実現するため、長野
県長寿社会開発センターによる生きがいづくりの機会の創出やシニア活動推
進コーディネーターによるシニアが地域で活躍できる仕組みづくりを支援しま
す。

　　1　長野県長寿社会開発センター運営事業補助金
　　　　・シニア大学の運営、信州ねんりんピックの開催、全国福祉祭への選手
　　　　 派遣による生きがいづくりの機会の創出
　　２　人生二毛作社会推進事業

*シニア大学卒業後のボランティア活動・市民活動実施（予定）率：

　　　　 －ク会議の開催、シニアの活躍の場の提供、社会参加の普及啓発）

36 (健康福祉部-13)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 障がい者の文化芸術・スポーツ振興

28 障がい者文化芸術振興事
業費
[051002]

障がい者支援課 Ｒ３予算

29 障がい者スポーツ振興事業
費
[051002]

障がい者支援課 Ｒ３予算 Ｒ２当初 113,128
[R2.9月補正] [△41,049]

（一部 文化振興基金活用事業）

9,894 Ｒ２当初 14,536

誰もがスポーツに親しめる環境づくりと2028年全国障害者スポーツ大会の本県
での開催に向けて、障がい者スポーツの各種大会の開催、競技スポーツの普
及、障がい者スポーツの理解促進、指導者養成や競技団体強化等を行いま
す。

　１　障がい者スポーツ振興事業
【拡】・スポーツを通じた共生社会づくりを目指す「パラウェーブNAGANO
　　　　プロジェクト」の推進（ボッチャ競技大会やEXPO等の開催）
【拡】・2028年全国障害者スポーツ大会に向けて、本県代表選手となる人材
　　　　の発掘、競技力向上のための活動への支援
　　　・障がい者スポーツ大会（地区大会及び県大会）等を開催
　　　・東京2020パラリンピック聖火フェスティバルを開催

　２　長野県障がい者スポーツ協会業務支援事業
      ・（公財）長野県障がい者スポーツ協会の運営費等に対して助成

障がい者の独創的な芸術作品を県民が鑑賞する機会を設け、県民の障がい
者に対する理解促進や障がい者の社会参加を促します。

　・県内の障がい者による創造性が発揮された芸術作品を結集した展覧会「ザ
　　ワメキアート展」を開催
　・展覧会の展示風景、作者の創作活動の様子や作品の解説をウェブサイトで
　　発信

*障がい者の主なスポーツ大会、イベント教室等の参加者数：
　26,627人(2019年度)→2019年度実績以上(2021年度)

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金、こどもの未来支援基金、
　福祉基金活用事業）

114,048

37 (健康福祉部-14)



1 信州環境カレッジ事業費
[060101]

*信州環境カレッジ受講者数：11,000人(2021年度)

環境政策課 Ｒ３予算

2 「2050ゼロカーボン」県民
行動促進事業費
[060101]

環境政策課 Ｒ３予算

【新】
3 信州健康エコ住宅・ゼロカー

ボンビル普及事業費
[060201]

ゼロカーボン推進室 Ｒ３予算

【新】
4 電気自動車（ＥＶ）用急速充

電設備の整備・運営事業費
[060201]

*充電回数：1,870回(2021年度)

ゼロカーボン推進室 Ｒ３予算

◎ 脱炭素社会の構築

令和3年度に完成するゼロカーボンモデル施設の効果を測定、分析することに
より、断熱性能の高い住宅や業務用ビルの効果的な普及を図ります。

　　　・ゼロカーボンモデル施設の効果を測定、分析

2050ゼロカーボンに向けて県民一丸となり取り組むため、気候変動を正しく理
解するとともに自ら行動できるよう、適切な情報発信・情報共有を図ります。

【拡】・ゼロカーボン実現県民会議の始動
　　　・国際会議等の場で次代を担う若者が気候変動に対する取組を発信・
        共有

3,094 Ｒ２当初 0

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

◎ 持続可能な社会の構築

気候変動問題をはじめ、県民の環境に対する意識の向上と、実践的な行動を
促すため、県民に向けて環境教育に関する情報を一元化して発信するととも
に、環境教育に取り組む団体等の活動を支援します。

【新】・「信州つばさプロジェクト」と連携した高校生による先進事例の学習・発信
　　　・気候変動をテーマとした高校・大学等への出前講座の開催
　　　・市町村やＮＰＯ法人等との協働による気候変動に関する講座の開催
【拡】・動画コンテンツの追加等によるＷＥＢ講座の充実

228 Ｒ２当初 0

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

環境部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

*環境のためになることを実行している人の割合：73.1%(2021年度)

（一部 環境自然保護基金活用事業）

14,759 Ｒ２当初 12,832

（環境自然保護基金活用事業）

県内産100パーセント再生可能エネルギー由来の電力を供給可能なＥＶ用急
速充電設備を整備・運営し、走行中に二酸化炭素を排出しないＥＶのＰＲ及び
普及促進を図ります。

　　　・県有施設にＥＶ用急速充電設備を設置し、100パーセント再生可能エネ
        ルギー由来の電力をＥＶに充電

23,368 Ｒ２当初 22,973

38 (環境部-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
5 長野県ゼロカーボン基金

事業費
[060202]

環境政策課 Ｒ３予算

【地】
6 自然エネルギー地域発電

推進事業費
[060202]

ゼロカーボン推進室 Ｒ３予算

【新】【地】
7 小水力発電ポテンシャル

見える化事業費
[060202]

ゼロカーボン推進室 Ｒ３予算

【新】【創】
8 県有施設太陽光発電・蓄電

地普及事業費
[060202]

ゼロカーボン推進室 Ｒ３予算

地域の再生可能エネルギー普及を目的とした「長野県自然エネルギー地域基
金」の使途を拡充し、持続可能な脱炭素社会づくりに資する取組の推進を目的
とした「長野県ゼロカーボン基金」を創設します。

39,600 Ｒ２当初 0

0

181,000 Ｒ２当初 140,000

*再生可能エネルギー導入量　1.1万ＴＪ（2010年度）　→　3.0万ＴＪ（2030年度）

市町村や地域のＮＰＯ、中小企業等が固定価格買取制度を活用して行う再生
可能エネルギー発電事業を収益納付型補助金により支援します。
小水力発電については、早期の事業化を推進するため、補助率、上限額を引
き上げます。

　　　・補助率　ソフト事業　2/3
　　　　　　　　　ハード事業　太陽光発電　1/4
　　　　　　　　　　　　　　　　　小水力発電　4/10（引上げ前 3/10）
　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　 3/10

　　　・補助上限額　小水力発電は 1億2千万円に拡充（引上げ前 9千万円）

*再生可能エネルギー導入量　1.1万ＴＪ（2010年度）　→　3.0万ＴＪ（2030年度）

（ゼロカーボン基金活用事業）

880,000 Ｒ２当初

Ｒ２当初 0

県内の小水力発電のポテンシャルを見える化した、「信州小水力発電ポテン
シャルマップ」を構築し、再生可能エネルギーの普及拡大を推進します。

　　　・「信州小水力発電ポテンシャルマップ」の構築、公開

5,016

県有施設に蓄電池を設置し、太陽光発電設備と合わせて、電力のピークカット
や災害時の非常電源に活用します。

　　　・蓄電池の設置　2か所

39 (環境部-2)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【地】
9 再生可能エネルギー中間

支援事業費
[060202]

ゼロカーボン推進室 Ｒ３予算

10 信州ネイチャーセンター構
築事業費
[060502]

（一部 森林づくり県民税基金、ふるさと信州寄附金基金、環境自然保護基金活用

　事業）

自然保護課 Ｒ３予算

【地】
11 ふるさと信州寄付金等活用

山岳環境保全事業費
[060503]

自然保護課 Ｒ３予算

12 水道事業経営基盤強化
支援事業費
[060303]

水大気環境課 Ｒ３予算

1,092

地域と専門人材や再生可能エネルギー事業者等をつなぐ「地域再エネコー
ディネイト機能」により、地域に根ざした再生可能エネルギー事業の推進を図り
ます。

【拡】・地域における再生可能エネルギー普及をコーディネート
　　　・再生可能エネルギーヘルプデスクの開設

山岳の環境保全を図るため、ふるさと信州寄付金等を活用して、市町村、山小
屋関係団体が実施する登山道等の整備を支援します。

【拡】・山小屋関係団体が行う登山道整備等への支援の充実

（一部 ふるさと信州寄附金基金、環境自然保護基金活用事業）

24,449 Ｒ２当初 22,972

持続可能な水道経営を確立し、安心安全な水道水を将来にわたって供給する
ために水道事業の経営基盤の強化に向けた取組を推進します。

【新】・令和2年度に実施した現状分析、将来推計、課題抽出に基づき水道事
       業者間の広域連携策のシミュレーションを行うことで効果を検証

32,054 Ｒ２当初 23,715

Ｒ２当初 381

◎ 水環境の保全

◎ 生物多様性・自然環境の保全と利用

豊かな自然とふれあうエコツーリズムの推進拠点とするため、霧ヶ峰自然保護セ
ンターに展望テラスを整備するなど自然保護センターの機能強化を図ります。

　　　・霧ヶ峰自然保護センターの改修
　　　・エコツーリズムガイドの養成に関する研修会の開催

205,391 Ｒ２当初 18,107

40 (環境部-3)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【地】
13 諏訪湖創生ビジョン推進

事業費
[060302]

水大気環境課 Ｒ３予算

【新】【地】
14 諏訪湖環境研究センター

(仮称)整備事業費
[060302]

水大気環境課 Ｒ３予算

15 流域下水道事業費
（災害復旧分）
[060402]

生活排水課 Ｒ３予算

16 “チャレンジ800”ごみ減量
推進事業費
[060601]

資源循環推進課 Ｒ３予算

(地方創生推進交付金活用事業)

48,265

水環境の調査研究の拠点として諏訪湖環境研究センター（仮称）を整備し、県
内河川湖沼の水環境の保全を図ります。

　　　・諏訪湖環境研究センター（仮称）の設置に向けた設計

Ｒ２当初 0

11,322 Ｒ２当初 10,843

6,300,000
[R2.9月補正] [4,317,000]

5年連続「ごみ減量日本一」の県として、県民や市町村等と協働し、プラスチック
ごみ及び食品ロス削減を主とした取組を推進します。

　　　・「信州プラスチックスマート運動」の推進
　　　・「食べ残しを減らそう県民運動～ｅプロジェクト～」の推進
【新】・未利用食品の提供（フードバンク活動、フードドライブ）の推進

*県民1人1日当たりの一般廃棄物排出量：811g（2020年度）→790g（2025年度）

（一部 環境自然保護基金活用事業）

令和元年東日本台風により被災した千曲川流域下水道終末処理場の復旧工
事を実施します。

　　　・実施箇所　クリーンピア千曲（下流処理区終末処理場）
　　　・実施内容　電気・機械等設備の復旧

◎ 循環型社会の形成

Ｒ２当初

4,240,358 Ｒ２当初

「泳ぎたくなる諏訪湖」、「シジミが採れる諏訪湖」に向けた環境改善を推進し、
人と生き物が共存し、誰もが訪れたくなる諏訪湖を目指します。

【新】・諏訪湖における底層溶存酸素量（底層ＤＯ）の類型指定の基礎資料作
        成業務
　　　・湖内の溶存酸素濃度測定、湖底の底質性状に関する研究等
【新】・「諏訪湖の案内人」(仮称)の養成等の普及啓発事業
　　　・官民協働による湖内のヒシの除去
　　　・湖畔に生息する動植物（シジミ等）のモニタリング調査

*COD（75%値）：5.0mg/L（2018年度）→4.8mg/L（2021年度）

（一部 地方創生推進交付金、環境自然保護基金活用事業）

38,077 15,379
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◎ 信州ＩＴバレー構想の推進
【創】
1 信州ＩＴバレー構想推進事

業費
[070403]

創業・サービス産業振興室 Ｒ３予算

◎ 「2050ゼロカーボン」の実現に向けた取組
【創】
2 ゼロカーボン技術事業化促

進事業費
[070501]

産業技術課 Ｒ３予算

◎ 成長期待分野への展開
【創】
3 信州医療機器事業化促進・

グローバル展開事業費
[070501]

産業技術課 Ｒ３予算

「長野県脱炭素社会づくり条例」に基づき、持続可能な脱炭素社会づくりに資
する産業イノベーションを創出するため、産学官連携による新たなゼロカーボ
ン関連技術開発を支援します。

【新】・分野別研究会の設置・活動
【新】・製品開発プロジェクトの支援

*分野別研究会の設置：2件（2021年度）
*製品化件数：4件（2023年度）

（一部 ゼロカーボン基金活用事業）

72,821 Ｒ２当初 10,000

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

［R2.9月補正］ [105,000]

本県の強みである材料技術や精密加工技術などを活かした県内企業の本格
的な医療機器産業への参入を促進するため、新規医療機器の開発・事業化や
医療機器開発人材等の育成を支援します。

【拡】・事業化を促進するプロデュース支援、事業化プロセスの短縮化支援
【拡】・県内企業による医療機器開発・事業化の取組に係る経費に対して補助
【新】・開発から企業経営まで学べる人材育成プログラムの構築

*医療機器開発支援件数：10件（2021年度）
*人材育成プログラムの構築：1件（2021年度）

（地方創生推進交付金活用事業）

84,963 Ｒ２当初 68,657

産業労働部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

産学官が連携しＩＴ人材・ＩＴ産業の集積を目指す信州ＩＴバレー構想を実現す
るため、ＩＴ企業等によるプロジェクトの支援や国内外への情報発信等を実施し
ます。

　　　・「信州ＩＴバレー構想推進協議会」に専門人材を配置し、産学官が連携
　　　　したプロジェクトや地域の取組等を支援
【新】・新たなＩＴビジネスの創出を支援
　　　・WEBサイト等による国内外への情報発信を展開

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

19,240

*ＩＴ産業の1従業員当たりの売上高：1,904万円（2018年）→2,000万円（2025年）
*ＡＩ・ＩｏＴ等導入率：13.5%（2019年度）→50.0%（2021年度）

59,293 Ｒ２当初

42 (産業労働部-1)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

4 航空機産業振興事業費
[070501]

産業技術課 Ｒ３予算

5 ＡＩ活用/ＩｏＴデバイス事業
化促進事業費
[070501]

産業技術課 Ｒ３予算

6 食品製造業振興ビジョン推
進事業費
[070502]

*新食品開発件数：20件(2021年度)

産業技術課 Ｒ３予算

7 産業集積強化推進事業費
[070303]

産業立地・経営支援課 Ｒ３予算

*ニューノーマル対応も含む航空機産業に取り組む企業数：64社（2021年度）
*ニューノーマル対応も含む航空機関連の製造品出荷額等：146億円（2021年度）
*環境試験設備の利用件数：60件（2021年度）

県内産業のＤＸを促進するため、本県産業の強みとＡＩ・ＩｏＴ技術を組み合わせ
た新たな地域産業の創出や、製造現場等における持続的な生産活動のため
のデジタル化を支援します。

　　　・事業化経験豊富な専門家によるＡＩ・ＩｏＴデバイスの開発・事業化支援
　　　・工業技術総合センターによる県内企業の生産現場のＤＸ支援

（地方創生推進交付金活用事業）

35,505 Ｒ２当初 36,194
［R2.9月補正］ [187,502]

*新製品・サービス開発支援件数：10件（2021年度）
*生産現場のDX支援件数：5件（2021年度）

（地方創生推進交付金活用事業）

42,201 Ｒ２当初 55,582
［R2.11月補正］ [20,000]

1,541,843 Ｒ２当初
[19,864]

1,502,400
［R2.9月補正］

*企業立地件数：15件（2021年）

コロナ禍における消費者ニーズの変化に対応するため、新食品の開発支援や
研究開発人材の育成、新たな食習慣の発信を行います。

【新】・新食品づくりができる研究開発人材の育成

（地方創生推進交付金活用事業）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、ふるさと信州寄附金基
　金活用事業）

21,485Ｒ２当初

県内経済の発展に貢献する生産性の高い企業と2050ゼロカーボンに取り組む
企業の集積を図るとともに、県内への本社等移転を通じ、経営の中枢に関わる
高度な人材の確保を促進します。

【拡】・本社等移転に係る助成限度額の拡大（820万円→3億円）
　　　・立地企業の設備投資等に対する助成
　　　・ＩＣＴ産業の立地に対する助成

17,880

新型コロナウイルス感染症の影響による航空機需要急減等の環境変化に対応
し、需要回復期において再び成長軌道に乗れるよう、県内企業による需要低
迷期を乗り越えるための取組や、需要回復期に向けて新技術分野へ挑戦する
取組を支援します。

　　　・事業主体　長野県、公益財団法人長野県テクノ財団　ほか
　　　・補助率　　　1/2～10/10（補助金）

43 (産業労働部-2)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 日本一創業しやすい県づくり
【創】

8 創業・起業支援強化事業費
[070402]

創業・サービス産業振興室 Ｒ３予算

◎ 信州回帰の促進

9

[070303][070403]

産業立地・経営支援課
創業・サービス産業振興室 Ｒ３予算

【新】
10 移住・観光・物販の総合展

開による「信州回帰」基盤構
築事業費

[070901]

営業局 Ｒ３予算

11 信州首都圏総合活動拠点
「信州回帰」機能拡充事業
費

[070901]

営業局 Ｒ３予算

コロナ禍による地方回帰の流れを捉え、多様な形で確実に取り込むため、信州
の情報発信プラットフォームを構築し、移住・観光・仕事・物販の総合的な情報
発信等に取り組みます。

　　　・総合情報発信アプリの構築・運用
　

12,780 0

アフターコロナを見据えた
ＩＴ人材・企業誘致促進事業
費
（一部再掲）

Ｒ２当初

「信州回帰」の流れを更に加速させるため、銀座NAGANOの首都圏における
交流拠点としての機能を強化します。

　　　・ 新たに借り受ける銀座NAGANO 5階に「人を呼び込む機能」と「企業
　　　　 向け営業機能」を拡充
　　　・ 個別相談スペース、各種セミナーエリア等を整備

*銀座NAGANOの年間来場者数：85万人（2021年度）

15,477 Ｒ２当初 0

[Ｒ２.11月補正] [4,437]

102,916 Ｒ２当初 98,102

コロナ禍による地方回帰の流れを捉え、都市圏のＩＴ人材・企業を誘致するた
め、県内でのテレワークのメリットをＰＲするとともに、ビジネスの機会を提供しま
す。

【拡】【地】・都市圏企業等に向けて「信州リゾートテレワーク」をＰＲするとともに、
　　　　　　　地域のネットワーク形成を支援
　　　【拡】・県外のＩＴ人材に県内で「おためし」で住んで仕事をする機会を提供
　　　【新】・企業と地域課題をマッチングさせ、県内でのビジネス機会を創出

*リゾートテレワーク実施者数：400人（2021年度）
*おためしナガノ移住支援組数：20組（2021年度）
*企業と地域課題のマッチング件数：累計10件（2021年度～2023年度）

79,295 Ｒ２当初 30,043
[Ｒ２.9月補正] [42,832]

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、ふるさと信州寄附金基
　金活用事業）

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

次世代産業を創出するため、創業を志す者や企業、大学関係者等の交流の
中から新たなビジネスアイデアを創造できる環境の整備等により、ベンチャーエ
コシステムの形成を目指します。

【拡】・市町村と連携した創業支援拠点の増設
　　　・スタートアップ期の事業者の伴走支援を実施し、成長を加速化
　　　・地域の課題をビジネスの手法で解決する創業者に対し助成

*開業率：3.1%（2019年度）→6%（2021年度）

44 (産業労働部-3)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 商店街の振興
【新】【創】
12 ウィズコロナ・アフターコロナ

時代の商店街活性化支援
事業費

[070401]

創業・サービス産業振興室 Ｒ３予算

◎ 県内企業の経営力向上支援

13 中小企業融資制度資金
[070304]

産業立地・経営支援課 Ｒ３予算

14 中小企業経営力向上事業費
[070302]

産業立地・経営支援課 Ｒ３予算

*プロフェッショナル人材コーディネート件数：360件（2021年度）

*商店街における商業機能複合化事例：2件（2021年度）

10,750 Ｒ２当初 0

商店街の活性化を図るため、新たな日常への変化を取り入れながら、地域の
住民やコミュニティのニーズを踏まえて役割・機能を複合化する商店街等の取
組を支援します。

　　　・事業主体　商店街等
　　　・補助率　　ハード事業　3/4以内（国1/2、県1/8、市町村1/8）
　　　　　　　　　　 ソフト事業　 5/6以内（国2/3、県1/12、市町村1/12）

［R2.4月補正等］ [68,602,479]

金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中小企業者に低利な資金をあっ
せんするとともに、信用保証料の一部を補助することにより、中小企業者の事業
活動に必要な資金を円滑に供給します。

【拡】１　新型コロナウイルスの影響を受けた中小企業者の資金繰り支援
　　 　　・経営健全化支援資金（経営安定対策・特別経営安定対策）の借換
　　 　　　対象資金に「長野県新型コロナウイルス感染症対応資金」を追加し、
　　 　　　借換時の据置期間延長及び貸付要件緩和
　　 　　・経営健全化支援資金（新型コロナウイルス対策）の貸付要件緩和

【拡】２　事業承継の促進に向けた資金繰り支援
　　 　　・信州創生推進資金（事業承継向け）の貸付限度額（借換時）引上げ
　　 　　　及び貸付対象者拡充

　　　３　ゼロカーボンに向けた取組への資金繰り支援
　　 　　・信州創生推進資金（ゼロカーボン・次世代産業向け）としてメニュー
　　 　　　を拡充

*県施策に適合する方向へ中小企業者を誘導する資金の利用件数：870件（2021年度）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

167,758,644 Ｒ２当初 30,483,115

県内中小企業の経営力の向上を図るため、ＡＩ・ＩｏＴ等先端技術の利活用や、
中核企業の育成支援、プロフェッショナル人材の活用による経営革新などの取
組を支援します。

　　  ・ＩＴ専門家による相談対応や先端ツール導入支援により、県内中小企業
　　　 のＡＩ・ＩｏＴ等先端技術の利活用を促進
　　　・プロフェッショナル人材戦略拠点による企業の求人ニーズと県外専門人
　　　 材のマッチング支援

*ＡＩ・ＩｏＴ等導入率：50.0%（2021年度）

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

138,708 Ｒ２当初 141,014
［R2.4月補正等］ [400,391]

45 (産業労働部-4)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

15 ＳＤＧｓ推進企業支援事業
費
（一部再掲）

[070101][070302]

産業政策課
産業立地・経営支援課 Ｒ３予算

16

[070302]

産業立地・経営支援課 Ｒ３予算

◎ 地酒産業の振興・活性化
【地】
17 信州地酒振興事業費

[070601]

日本酒・ワイン振興室 Ｒ３予算

◎ 産業人材の育成・確保

18 産業人材育成支援事業費
[070701]

人材育成課 Ｒ３予算

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

1,110,266

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

207,568 Ｒ２当初

Ｒ２当初 0
［R2.5月専決］

195,039

産業人材を育成・確保する上での様々な課題に対応するため、産学官関係者
が連携し、県民のライフステージに応じたキャリア教育や社会人のニーズに合
わせたリカレント教育などを支援します。

【新】・社会人向けリカレント教育講座の開設経費への補助
【新】・中学生を主な対象とした地域の産業・企業を学ぶ講座の開催
　　　・技術・技能の向上や若年技能者育成に向けた在職者向けの講座を実施

信州地酒産業の活性化を図るため、県産日本酒やワイン等のブランド化、認知
度向上に向けた品質の向上支援や情報発信を行います。

　　　・醸造専門家による酒質解析及び純米酒醸造技術向上研修会の開催
　　　・ワイン・シードルの若手醸造家等技術向上･経営安定化研修会の開催
【新】・県産酒類の需要喚起のための情報発信

*全国新酒鑑評会における純米酒の入賞蔵数：9場（2019年度）→10場（2021年度）
*日本ワインコンクールにおける入賞数：73品（2019年度）→75品（2021年度）

[Ｒ２.9月補正] [△3,763]

*地域と未来をつなぐゼミ実施校数：25校（2021年度）

*経営構造の転換に取り組む県内中小企業数：1,300社

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

36,329 Ｒ２当初 35,186

[21,720]

中小企業経営構造転換促
進事業費

県内中小企業の事業再構築や低感染リスク型ビジネスに係る取組を支援し、
経営基盤強化や持続可能な経営を後押しします。

　１　リーディング企業への成長に向けた経営基盤の強化
 　　・国の「中小企業等事業再構築促進事業」に上乗せ補助を実施

　２　ニューノーマルに対応した持続可能な経営を支援
　 　・国の「中小企業生産性革命推進事業」（ＩＴ導入補助金を除く）に上乗せ
  　   補助を実施

　３　産業・雇用総合サポートセンターの設置期間を延長し、事業計画策定など
　　　国補助事業の申請等を支援

長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の普及・ＰＲやＳＤＧｓに取り組む中小企業の
経営価値・社会的価値の向上を促し、事業機会の創出・拡大を支援することに
より、持続可能な社会と産業振興の実現を目指します。

　　　・登録企業のPR、地域へのＳＤＧｓの波及の取組（セミナー等）
　　　・ＳＤＧｓを中核とした県内企業の取組を支援

*長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録数：645者（2021年度）

（地方創生推進交付金活用事業）

7,836 Ｒ２当初 15,305

46 (産業労働部-5)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

19 工科短期大学校・技術専門
校運営事業費
[070702]

人材育成課 Ｒ３予算

20

[070801]

労働雇用課 Ｒ３予算

21

[070802]

*移住者数：2,850人(2021年度)

労働雇用課 Ｒ３予算

県外人材の県内就業支援
事業費

第２新卒者を含む社会人やプロフェッショナル人材等の県内へのＵＩＪターン、
移住を促進するため、転職説明会の開催やＳＮＳによる情報発信、移住に係る
経費及びプロフェッショナル人材の雇用に係る経費を助成します。

　　　・首都圏在住社会人向けＵＩＪターン転職説明会の開催やポータル
　　　　サイト「テンショクNAGANO」の運営
　　　・信州ＵＩターンアンバサダーによる情報発信
【創】・県内中小企業等への就職や地域課題の解決につながる創業を行う
　　　　三大都市圏からの移住者に対し、移住経費の一部を助成
　　　・県内企業等が、県外のプロフェッショナル人材を新たに雇用する場合
　　　　に、給与費の一部を助成

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地方創生推進交付金
活用事業）

78,203 Ｒ２当初 78,041

多様な働き方普及促進事
業費

*アドバンス認証企業数：178社（2021年度）

県内産業や地域社会を担う人材の確保・定着を図るため、多様で柔軟な働き
方が選択できる環境づくりを推進します。

　　　・企業に対して多様な働き方制度の導入や「職場いきいきアドバンス
　　　　カンパニー認証」の取得を働き掛け
【新】・「働き方の新しいスタイル」の取組ノウハウ横展開のため、シンポジウム
        を開催
【新】・新しい「職場いきいきアドバンスカンパニー認証」制度の創設・周知
【創】・テレワークの導入が困難な業種に対するテレワークの普及展開
　　　・長野県就業促進・働き方改革戦略会議の開催

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、地方創生推進交付金
活用事業）

50,593 Ｒ２当初 36,565

*工科短期大学校就職率：98%(2019年度)→100%(2021年度)

地域での就職を促進するため、工科短期大学校・技術専門校や民間教育訓
練機関等において、就職に必要な技能・知識等の習得に向けた職業訓練を実
施します。

【新】【地】・南信工科短大ブランド戦略策定・ＰＲ事業
　　　　　　・新規学卒者や求職者を対象とした職業訓練を工科短期大学校・技
　　　　　　　術専門校で実施
　　　　　　・求職者や障がい者を対象とした職業訓練を民間教育訓練機関等に
　　　　　　　委託

1,128,419 Ｒ２当初 1,115,626

47 (産業労働部-6)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

22

[070802]

労働雇用課 Ｒ３予算

23

[070802]

労働雇用課 Ｒ３予算

24 女性・障がい者・高齢者等
の就業支援事業費
[070802]

労働雇用課 Ｒ３予算

NAGANOで働く魅力発信
事業費

Ｒ２当初

若年人材の県内企業への就業を促進するため、インターンシップの推進、
シューカツNAGANO応援隊と学生との交流会、ポータルサイトを活用した情報
発信等を実施します。

　　　・インターンシップマッチングフェアの開催
　　　・インターンシップ参加経費を助成
　　　・シューカツNAGANO応援隊と学生との交流会の開催
　　　・ポータルサイト「シューカツNAGANO」による情報発信
【新】・オンライン企業説明会の開催

*Ｕターン就職率：40%（2021年度）

23,337

ジョブカフェ信州運営事業
費

労働力人口の更なる減少や新型コロナウイルスの影響による離職者等の増加
が見込まれる中、県内産業の活力の維持に必要となる様々な人材を育成・確
保するため、女性・障がい者・高齢者等の多様な人材の就業を支援します。

　　　・地域ごとに女性就業支援員を配置し、相談対応からインターンシップ
　　　　まで、ワンストップの就業支援等を実施
　　　・子育て期の女性や障がい者等の就職困難者を対象に職業紹介等の
　　　　就労支援を実施
【拡】・障がい者雇用の普及啓発セミナーや地域コーディネーターによる個別
　　　　相談支援を実施
　　　・生きがい就労をテーマとした公開講座の開催

*事業に参加した女性の就職者数：300人(2021年度)
*事業参加企業における新規雇用障がい者数：30名（2021年度）
*公開講座に参加した高齢者の就職者数：60人(2021年度)

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

58,623 Ｒ２当初 56,609

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

203,693 Ｒ２当初

若年者の職業的自立や非正規労働者の正規就労を促し、安定した雇用に結
びつけるため、ジョブカフェ信州において学生を含む40代前半までの若年者を
対象に就労支援を実施します。

【創】・新型コロナウイルスの影響による雇用情勢の悪化に備えるとともに、
　　　　非正規労働者の正規就労を支援するため、キャリアコンサルティング
　　　　や職業紹介等の支援体制を充実
【創】・非正規労働者や就職氷河期世代の正規就労を支援するため、マッチ
　　　　ングや職場実習を行う「正社員チャレンジ事業」の支援枠を拡充
【拡】・シューカツNAGANOキャリア相談室（銀座NAGANO内）の開設日を、
　　　　毎週日曜日に加え、平日夜間にも開設

*ジョブカフェ信州利用者の就職者数：730人（2021年度）

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

19,149

85,887
[R2.6月補正等] [98,455]

48 (産業労働部-7)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【創】
25 失業者等の就業支援事業

費
[070802]

労働雇用課 Ｒ３予算

◎ 稼ぐ力とブランド力向上
【創】
26 県産品国内販路開拓事業

費（一部再掲）
[070901]

営業局 Ｒ３予算

27

[070901]

営業局 Ｒ３予算

沖縄交流プロジェクト推進
事業費

[5,445]

84,537 Ｒ２当初 65,136

新型コロナウイルスの影響による長期的な失業者を減らすとともに、人材不足
の解消を図るため、離職者と人材不足分野とのマッチングや職業訓練の提案
など、失業者一人ひとりに寄り添った就労支援を実施します。
併せて、民間での新たな雇用を創出するため、「Jobサポ」を通じて新たに正社
員を雇用した事業所を支援します。

　　　・求人開拓や職業マッチング等を行う事務局「Jobサポ」の運営
　　　・女性や障がい者等の就職困難者に対する支援体制を充実
　　　・人材不足業界への転職者に「キャリア形成支援金」を支給
　　　・関係部局と連携し、人材不足分野等への就労を支援
　　　・「Jobサポ」を通じて新たに失業者を正社員として雇用した
　　　 事業所に対し「緊急雇用対策助成金」を支給

0
[R2.6月補正等] [529,467]

本県の「稼ぐ力」の向上を図るため、県産品マッチングサイトの活用やオンライ
ン商談会の充実等により県外との強固なネットワークの構築や信州ファンの獲
得に向けた取組を推進します。

【新】・総合情報発信アプリの構築・運用
【拡】・県産品マッチングサイトを活用した商談機会の充実及びバイヤーへの
　　　　情報発信の強化
　　　・県外バイヤー、シェフ等を招へいした産地視察・商談交流会の開催

*Jobサポによる就職者数：1,000人（2021年度）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

571,690 Ｒ２当初

小ロット・高品質な県産品の販路を拡大するため、沖縄県と連携し、沖縄県内
における県産食材の販路拡大や、共同輸送システムの構築による「沖縄国際
物流ハブ」を活用したアジア向け輸出等を支援します。

　　　・ 長野フェアの開催など沖縄県内での販路拡大
　　　・ 沖縄県内のシェフを招へいした産地視察・商談交流会の開催
　　　・ 「沖縄国際物流ハブ」を活用した輸出向け共同輸送システムの構築

*リゾートホテル、レストラン等との新規取引開始数：4社以上（2021年度）
*流通・販売ルートの開拓：有力パートナー2社の特定（2021年度）
*「沖縄国際物流ハブ」を活用した輸出に取り組む県内事業者数：
　18社以上（2021年度）

5,470 Ｒ２当初 5,300

[R2.6月補正]

*「しあわせ商談サイトNAGANO」への登録生産者数：800社以上（2021年度末）
*「しあわせ商談サイトNAGANO」への登録バイヤー数：600社以上（2021年度末）

49 (産業労働部-8)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

28

[070901]

営業局 Ｒ３予算

29

[070901]

営業局 Ｒ３予算

30

[070301]

産業立地・経営支援課 Ｒ３予算

信州ブランド普及・発信事
業費

本県の「ブランド力」の向上を図るため、ブランドサイトの構築や、信州ブランド
重点品目・育成支援品目の情報発信により、ブランディングを推進します。

【新】・長野県の風土や県民性などを世界に発信するグローバル・ブランド
        サイトの構築
　　  ・信州ブランドを訴求・解説する短編動画の作成
【新】・「クイーンルージュ®」のブランディング調査・情報発信
【新】・「長野米」の優位性調査・販売促進

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

56,111 Ｒ２当初 74,229

*海外輸出に取り組む県内事業者数：170社以上（2021年度）

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

県産品海外販路開拓事業
費

工業製品国内外販路開拓
推進事業費

31,374 Ｒ２当初 29,760

県産品の本格的な海外展開を推進するため、輸出関連の展示会への出展や
海外バイヤー商談会の開催を支援するとともに、海外輸出に向けた県内の仕
組みづくりを推進します。

　　　・海外展示商談会への出展支援や海外バイヤー商談会等の開催
　　　・海外レストランや輸入商社とのネットワークの構築

［R2.11月補正］ [10,202]

73,056 Ｒ２当初 99,692

県内中小企業の工業製品のマーケティング力強化を図るため、販路開拓や受
発注取引の拡大に向けた取組を支援します。

　　　・マーケティングに関する相談対応、助言
　　　・国内外展示会等への出展支援
【拡】・オンライン商談会、バーチャル展示会を活用した販路開拓支援

*受発注取引あっせん紹介件数：1,300件（2021年度）
*国内販路開拓商談件数（工業製品）：3,500件（2021年度）
*海外販路開拓商談件数（工業製品）：400件（2021年度）

50 (産業労働部-9)



【創】
1 安全・安心な観光地域づくり

支援事業補助金
[080101]

*移送体制整備地域：県内10圏域当たり１地域以上

山岳高原観光課 Ｒ３予算

【新】
2 みどりと文化の感動体験ツ

アー創出事業費
[080202]

*観光消費額：8,024億円(2021年)

観光誘客課 Ｒ３予算

3 インバウンド戦略推進事業
費
[080301]

国際観光推進室 Ｒ３予算

【地】
4 観光地域づくり推進事業費

[080101]

*クラウド型消費者データプラットフォームの構築(2021年度)

山岳高原観光課 Ｒ３予算

65,373 Ｒ２当初 95,305
[R2.9月補正] [△11,386]

◎ 長期滞在型観光の推進、信州リピーターの獲得 

「長期滞在型観光の推進」及び「信州リピーターの獲得」に向け、先に設立した
「日本みどりのプロジェクト」と連携し、まだ商品化されていない、地域ならではの
自然・文化体験の旅行商品化や販路開拓を支援します。

 　 　・コロナ下でも楽しめる自然と歴史・文化を組み合わせたツアーの造成経費
 　 　  を助成
 　　 ・メディアトリップ、エージェントトリップに要する経費を助成　等

9,215 Ｒ２当初 0

インバウンド誘致を推進するため、マーケティングに基づく戦略的なプロモー
ション活動を実施するとともに、外国人旅行者がストレスなく、安全・安心・快適
に観光を満喫できる受入環境の整備や外国人が興味を抱く多様な旅行商品の
造成を実施します。

【拡】・アドベンチャーツーリズムの普及拡大と人材の育成

*外国人延べ宿泊者数：270万人（2021年）

[R2.9月補正] [40,000]

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

観光部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 安全・安心な観光地域づくり

旅行者が安心して県内に滞在できる観光地域づくりを促進するため、地域が主
体的に行う移送体制構築・運営等の感染防止に係る取組に対して支援します。

 　 　・事業主体　観光協会（連盟）、観光地域づくり（候補）法人
 　 　・補助率　　 2/3以内（上限額100万円）

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

10,000 Ｒ２当初 0

◎ 観光の担い手としての経営体づくり

持続可能な観光地域づくりを推進するため、県観光機構に配置した専門人材
等を通じて、地域の特色ある観光地域づくりの取組を支援します。
　
【拡】・観光振興方針（長期滞在・リピーター）の推進に向けた専門人材を新たに
 　 　  配置し支援を拡充
【拡】・消費者データ等を活用したデジタルマーケティング調査分析を行う体制
を
 　 　  構築

49,513 Ｒ２当初 41,908
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【地】
5 HAKUBAVALLEY（ハクバ

バレー）における観光地域
づくり重点支援事業補助金
[080101]

*日本人来訪者満足度（HAKUBAVALLEY）：84%(2021年)

*日本人リピーター率（HAKUBAVALLEY）：70%(2021年)

山岳高原観光課 Ｒ３予算

6 しあわせ信州観光キャンペー
ン事業費
[080203]

*観光消費額：8,024億円(2021年)

観光誘客課 Ｒ３予算

◎ 観光地域としての基盤づくり

Afterコロナ時代を見据えた観光振興方針の「長期滞在型観光の推進」及び「信
州リピーターの獲得」の実現を図るため、観光協会、観光事業者等と連携して
デジタルプロモーションを中心とした誘客促進策を展開します。

　・県公式観光サイトGo NAGANOやＳＮＳを活用したデジタルプロモーション
　・新聞・テレビ等でのメディア広報　等

30,000 Ｒ２当初 20,000

「重点支援広域型ＤＭＯ」（HAKUBAVALLEY TOURISM）を中心に、持続可能
な観光地域づくりを展開していくため、独自の観光地域づくりの取組を支援しま
す。

　・事業主体　（一社）HAKUBAVALLEY TOURISM、市村　等
　・補助率　　 1/2以内

20,000 Ｒ２当初 20,000
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【創】
1

[090701]

農村振興課 Ｒ３予算

2 輸出向け産地づくり推進
事業費
[090201]

農産物マーケティング室 Ｒ３予算

3 「長寿世界一NAGANOの食」
輸出拡大事業費
[090201]

農産物マーケティング室 Ｒ３予算

4 水田農業競争力向上推進
事業費
[090301]

農業技術課 Ｒ３予算

農業労働力の安定確保
支援事業費

農業分野における雇用人材の安定確保のため、新型コロナウイルス感染症の
影響等による求職者に就職先としての農業を周知し、ハローワークと連携して
農業経営体とのマッチングを進めるとともに、農業の働き方改革を推進します。

【新】・求職者へのプロモーションを展開
【新】・誰でも働きやすい環境づくりのための研修会を開催

*農業分野の就業マッチング成立人数：500人（2021年度末）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

6,061 Ｒ２当初 1,186

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

農政部

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 新型コロナウイルス感染症による影響への対応

101,000 Ｒ２当初 8,250

農産物の輸出拡大を図るため、輸出先国のニーズや規制等に対応できる産地
づくりの取組や必要な施設整備に対して支援します。

　　　・ＧＦＰグローバル産地計画の策定・実施を支援
【新】・ＨＡＣＣＰ等の国際規格に対応するための施設整備等を支援

*県産農産物の輸出額：12億1,100万円（2019年度）→20億円（2022年度）

県産農産物の輸出先国との商流の維持・拡大を図るとともに、新型コロナウイ
ルス感染症の影響に対応するため、インターネットを活用した販売力強化等を
支援します。

【新】・オンラインでの商談等に活用できるデジタルリーフレットを作成
【拡】・相手国のニーズに応じた販売力強化のための専用パッケージ活用
　　　　による販売促進活動を支援
　　　・長野県農産物等輸出事業者協議会の取組を支援
【新】・輸出に取り組む事業者を拡大するためのガイドブックの作成やセミナー
　　　　の開催

*県産農産物の輸出額：12億1,100万円（2019年度）→20億円（2022年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

9,690 Ｒ２当初 8,120

本県水田農業の体質を強化するため、県産米の高品質化、オリジナル品種の
生産拡大、徹底したコスト削減を推進するとともに、コロナ禍の影響等により需
要が減少した主食用米の適正生産を推進するため、麦・大豆・そば・高収益作
物等への転換の取組等を支援します。

【新】・麦及び大豆産地に対して、団地化の推進や生産性向上を図る新たな
　　　　営農技術の導入を支援
【新】・主食用米から飼料用米及びそばへ作付転換を行う生産者を支援
　　　・多様なニーズに応じた品目・品種への転換や品質向上を支援

*水田への高収益作物などの作付面積：11,385ha（2021年度）

995,421 Ｒ２当初 423,940
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【地】
5 農業農村整備補助公共

事業費
[090603][090604]

【補助公共】

【受託災害復旧】

農地整備課 Ｒ３予算
[債務負担行為額]

6 農業農村整備県単独公共
事業費
[090603][090604]

農地整備課 Ｒ３予算

7 直轄事業負担金

農地整備課 Ｒ３予算

◎ 災害に強い県土づくりと農業基盤整備

農業水利施設の長寿命化、担い手への農地集積や所得向上につながる農地
の整備、再生可能エネルギーの利用につながる農業用水を活用した小水力発
電施設の整備、防災重点農業用ため池の耐震化などの防災・減災対策、令和
元年東日本台風により被災した浅川第一排水機場の復旧等に取り組みます。

区　　分 予算額

計 10,923,569千円

区　　分 予算額
災害復旧 802,766千円

生産基盤 5,880,589千円
農地防災 2,788,730千円
農村整備 2,254,250千円

土地改良区等が行う小規模な水路の補修・改修に対する補助、緊急的に行う
山腹水路の改修、地すべり防止施設の補修等を行います。

区　　分 予算額
生産基盤 71,477千円
農地防災 218,893千円

11,726,335 Ｒ２当初 13,023,440
[8,721,000] ［R2.9月補正］ [361,000]

［R2.9月補正］ [110,769]

国が進める伊那西部地区及び竜西地区における農業水利施設の補修・更新
について、地元自治体として負担金を支出します。

区　　分 予算額

計 290,370千円

290,370 Ｒ２当初 305,645

生産基盤 87,337千円

87,337 Ｒ２当初 106,448
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【創】
8 スマート農業導入加速化

事業費
[090301][090304][090305]

農業技術課
園芸畜産課 Ｒ３予算

9 自然循環型農業定着促進
事業費
［090302］

*有機農業の取組面積：355ha（2015年度）→535ha（2022年度）

農業技術課 Ｒ３予算

10 「おいしい信州ふーど」の
魅力発信事業費
[090201]

農産物マーケティング室 Ｒ３予算

◎ スマート農業の普及促進

農業の生産性向上に向け、ＡＩ・ＩｏＴ等を活用したスマート農業機械の「お試し
導入」を継続するほか、農業農村支援センターに「スマート農業推進担当」を
配置し、中核的農業者等の担い手へ先端技術の普及を促進します。

　　　・より高い導入効果が期待できる担い手農家等へ先端機器の「お試し
　　　　導入」を実施
【新】・集落営農組織による技術体系の検討を支援
【新】・中山間地域でのスマート農業機械導入の実用性調査を実施
　　　・タブレット型ＰＣを活用した農業者への指導体制を拡充
【新】・「スマート農業相談窓口」の開設、「スマート農業推進担当」の配置

*スマート農業技術の導入：516経営体（2025年度）

◎ 「2050ゼロカーボン」の実現に向けた取組

農業活動から発生する温室効果ガス排出量を削減するための技術開発に取り
組むとともに、有機農業をはじめとする自然循環機能を活かした「環境にやさし
い農業」の取組を加速化します。

【新】・水田からの温室効果ガス発生の抑制技術など、地球温暖化対策・緩
　　　　和技術を研究・開発
【新】・炭素貯留効果の高い取組の検討
【拡】・有機農業プラットフォーム会員が取り組む有機農業の技術習得や販路
　　　　拡大等の活動を支援

*地球温暖化対策・緩和技術の開発：4課題

52,380 Ｒ２当初 48,909

（一部 地方創生推進交付金、ふるさと農村活性化基金活用事業）

12,120 Ｒ２当初 16,933

5,392 Ｒ２当初 7,298

県産農畜水産物の魅力を県民が認識し共有することに加え、エシカル消費に
つなげるため、地消地産の意識醸成に向けた情報発信を展開します。

【新】・消費者の主体的なエシカル消費の実践につなげるための店頭での
　　　　地消地産メッセージの発信
【拡】・農産物直売所などでのターゲットに応じた旬の先採り情報等の発信

*「おいしい信州ふーど」SHOP新規加盟店数：50店（2021年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

55 (農政部-3)



事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

11 信州・食の“地消地産”推進
事業費
[090202]

農産物マーケティング室 Ｒ３予算

12 将来を担う種子生産者
支援事業費
［090301］

農業技術課 Ｒ３予算

13

［090401］

園芸畜産課 Ｒ３予算

◎ 農業競争力の強化

将来にわたり優良な主要農作物の種子を安定的に供給する体制を確立する
ため、種子生産施設の効率的な利用に向けた、計画的な整備に対する支援を
行います。

【拡】・種子生産工程の効率化を図るため、共同利用機械等の導入を支援
【拡】・施設の機能性維持を図るため、施設の簡易整備を支援

*種子場産地の再編整備：12地域（2025年）

県民の地消地産行動を推進するため、農産物直売所の機能強化に取り組むと
ともに、ホテルや学校給食等での地域食材の利用拡大を支援します。

【新】・農産物直売所間や県内実需者との連携強化のためのネットワークを
　　　　構築
【拡】・農産物直売所の品揃えの強化やホテル・飲食店等への共同配送シス
　　　　テムの構築を支援
【新】・給食事業者と県内産農産物加工業者のマッチングを支援

    *学校給食における県産食材利用割合：45.8%（2019年度）→47.5%（2021年度）

（一部 ふるさと農村活性化基金活用事業）

3,678 Ｒ２当初 3,308

信州園芸産地生産力強化
事業費

長野県農業の多様な生産力を強化するため、高品質で付加価値の高い園芸
作物等の生産・供給体制の確立を支援します。

【新】・自然災害に備えるために、りんごトレリス等園芸施設の補強経費を支援
【新】・新規就農者の早期経営安定を図るための共同利用作業場等の整備を
　　　　支援
　　　・革新的新技術の普及に対応した生産施設・機械等の導入を支援

*果樹戦略品種等の栽培面積：2,390ha（2019年度）→2,826ha（2022年度）

1,576,040 Ｒ２当初 1,049,882

2,000 Ｒ２当初 2,000
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
14 養豚研究体制推進事業費

［090306］

農業技術課 Ｒ３予算

15 豚熱対策事業費
[090501]

家畜防疫対策室 Ｒ３予算

（一部 地方創生推進交付金活用事業）

39,959 Ｒ２当初 0

畜産試験場において、豚熱発生により休止していた養豚研究を再開し、肉質
向上・省力化技術の開発を行い、県産豚肉の生産量の増加やブランド向上を
図ります。

　　　・高品質な豚の肉質基準の作成に向けた研究及び生産技術を開発
　　　・肉質を重視した種豚の選抜と精液供給によるブランド豚の生産を支援
　　　・アニマルウェルフェアに配慮した飼養管理の普及に向けた技術を開発
　　　・県内養豚農家の収益性向上のための多産系母豚の飼養管理の技術
　　　　を開発

*高品質豚肉の効率的な生産技術の開発：

*農家の母豚一頭当たり年間出荷頭数：20頭（2019年度）→25頭（2024年度）

普及技術2件（2020年度）→3件（2022年度）

豚熱の感染拡大を防止するため、飼養豚等へのワクチン接種及び免疫付与
状況調査や、野生いのししに対する感染確認検査等を行います。

　　　・飼養豚等へのワクチン接種及び免疫付与状況等確認調査を実施
　　　・野生いのししの感染状況把握のための検査を実施

88,972 Ｒ２当初 196,812

◎ 豚熱の感染拡大の防止

57 (農政部-5)



1 信州の森林づくり事業費
（再造林支援分）
[100404]

*民有林の主伐・再造林面積：147ha（2017年度）→600ha（2022年度）

森林づくり推進課 Ｒ３予算

【新】
2

[100202]

*素材生産量：800千㎥（2022年度）

信州の木活用課 Ｒ３予算

3

[100301]

*支援箇所数：民間施設等24施設（2022年度）、県有施設11施設（2022年度）

県産材利用推進室 Ｒ３予算

【地】
4

[100403]

森林づくり推進課 Ｒ３予算 100,000 Ｒ２当初 18,000

森林病害虫被害枯損木利
活用（チップ化）事業費

森林病害虫被害対策を推進するため、松くい虫やカシノナガキクイムシ被害に
よる枯損木をチップ化し、木質バイオマス燃料に資源化する取組等を支援しま
す。

　・事業主体　　市町村、林業事業体
　・補助率　　 　9/10

林務部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

◎ 「木材生産量増加と県産材需要拡大」の推進

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

主伐を進めることで森林資源の有効利用を図り、持続的な林業を推進するた
め、主伐後の再造林等に係る経費に対して補助率の嵩上げを行います。
　
　・事業主体　市町村、森林組合、森林所有者等
　・補助率　　85/100（嵩上げ前の補助率70/100）

（森林経営管理基金活用事業）

48,600 Ｒ２当初 48,600

地消地産による木の香る暮
らしづくり事業費（木づかい
空間整備事業）

県産材の利用促進を図るため、民間事業者等と協働して、多くの県民に木に
触れる機会を提供することにより、オフィスや店舗等の施設の木質化の取組を
支援します。

　・民間施設等（オフィス・店舗・公共スペース）の木質化等支援
    事業主体：民間施設等
    補助率：木質化1/2以内　調度品設置3/4以内
　・県有施設の木質化
    事業主体：県

林業労働力活用促進対策
事業費

地域や事業体間における事業量の格差を解消するため、林業労働力が不足
する地域への労働力のマッチング体制を構築します。
また、地域の関係者が主体となった事業地の確保に向けた取組を推進しま
す。

（森林経営管理基金活用事業）

2,000 Ｒ２当初 0

（森林づくり県民税基金活用事業）

49,350 Ｒ２当初 40,800

*山林に残された年間被害量の概ね7,000㎥を処理（2021年度）

（森林づくり県民税基金活用事業）

[R2.9月補正] [147,100]

58 (林務部-1)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

5

[100201]

*林業大学校卒業生のうち就業者に占める林業関係分野への就業率：80%

　（2021年度）

信州の木活用課 Ｒ３予算

【新】
6 森林施業マップ整備事業費

[100404]

*県内全域の森林施業マップ作成（2022年度）

森林づくり推進課 Ｒ３予算

【新】
7 持続型捕獲モデル実証事

業費
[100501]

*農林業被害額：667,750千円以下（2021年度）

鳥獣対策・ジビエ振興室 Ｒ３予算

8

[100202]

*素材生産量：800千㎥（2022年度）

信州の木活用課 Ｒ３予算

9

[100202]

信州の木活用課 Ｒ３予算 Ｒ２当初 4751,822

15,500 Ｒ２当初 18,100
[R2.9月補正] [△4,100]

◎ 「林業担い手の確保・育成」の推進

*本県における林業就業者数：2,200人（2022年度）

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、森林経営管理基金
　活用事業）

森林整備担い手育成確保
総合対策事業費（次代の担
い手対策事業）

林業分野における労働力不足の解消を目指し、若年層向けのイベントや中途
採用者向けの研修会の開催、資格取得等に係る経費を支援します。
　
　・事業主体：（一財）長野県林業労働財団
　・補助率：10/10

◎ 「デジタル技術活用による主伐・再造林」の推進

スマート林業構築普及事業
費

林業経営の効率化と森林管理の適正化を促進するため、森林経営計画の位
置情報及び造林補助事業の施業履歴等を電子データ化し、一元的に確認で
きるマップを作成します。

林業大学校教育環境整備
事業費

改築を行う林業大学校の男子寮について、学生が安心して知識・技術の習得
に専念できる教育環境を整備するとともに、ゼロカーボン社会の構築を目指す
ため、林業を学ぶ学校を象徴する木質バイオマス（チップ）ボイラーを設置しま
す。

（一部 森林づくり県民税基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

70,775 Ｒ２当初 493,530

意欲と能力のある林業事業体等にＩＣＴを活用した木材検収システム等の導入
を支援することにより、収益性の高い林業を確立するとともに、スマート林業技
術を活用し、実践する人材を育成します。また、広葉樹等の利活用を進めるた
め、施業技術の実証を進めます。

0

（森林経営管理基金活用事業）

再造林の支障となるニホンジカの捕獲を促進するため、ドローン等のデジタル
技術を活用した効率的な捕獲手法を実証し、持続可能な捕獲モデルの確立と
ジビエとしての捕獲個体のフル活用に向けた取組を支援します。

（森林経営管理基金活用事業）

5,000 Ｒ２当初 0

55,000 Ｒ２当初
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

10

[100202]

信州の木活用課 Ｒ３予算

11

[100201]

*林業大学校卒業生のうち就業者に占める林業関係分野への就業率：

　80%（2021年度）

信州の木活用課 Ｒ３予算

【新】
12

[100103]

*みどりの学習旅行商品の開発：1件（2021年度）

森林政策課 Ｒ３予算

13 補助公共事業費
[100204][100401][100404]

信州の木活用課
森林づくり推進課 Ｒ３予算

森林資源を有効活用するための林道等の路網整備、山地災害を防止するた
めの治山施設等の整備、森林を健全な姿で次世代に引き継ぐための間伐等
の森林整備に取り組みます。

（一部 森林経営管理基金活用事業）

6,892,154 Ｒ２当初 7,555,809
[R2.9月補正] [2,581,000]

◎ 「効果的な防災・減災対策」の推進

Ｒ２当初 17,015

Ｒ２当初 0

都市圏の中学生、高校生に対して、長野県内の森林・林業関係の就学や就
職を促すため、ＳＤＧｓの考え方を組み入れたみどりの学習旅行プログラム（学
習旅行商品）を造成します。

（森林経営管理基金活用事業）

1,172

19,456
（森林経営管理基金活用事業）

15,886 Ｒ２当初 15,273
（森林経営管理基金活用事業）

林業成長産業化と適正な森林の管理を目的とした「森林経営管理制度」に対
応するため、森林整備の担い手としての「意欲と能力のある林業経営者」となる
事業体の経営改善等の取組を支援します。
また、コロナ対策としてリモート研修が可能となるオンライン環境整備を進めま
す。

*当事業による意欲と能力のある林業経営者育成数：18事業体（2023年度）

持続的な林業経営の確立
支援事業費

林業大学校費（林業大学校
森林経営管理人材育成事
業）

林業大学校において、高い安全意識を持ち、最先端の技術を活用してこれか
らの林業を変える人材を育成するため、実習用機械（グラップル）を導入し、安
全作業のノウハウと操作技術を習得させるとともに、将来の林業ＩＴ化に向けて
タブレットを活用した質の高い教育を展開します。

信州で学ぶ「未来の森づく
り」プロジェクト事業費

区　分
林　道 818,295 千円
治　山 3,345,351 千円
造　林 2,728,508 千円

計 6,892,154 千円

予算額
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

【新】
14 ＩＣＴ技術導入実証治山

事業費
（再掲）
[100401]

森林づくり推進課 Ｒ３予算

【新】
15 流域保全型総合対策治山

事業費
（再掲）
[100401]

森林づくり推進課 Ｒ３予算

16 県単独公共事業費
[100204][100401][100404]

信州の木活用課
森林づくり推進課 Ｒ３予算

【新】【地】
17 防災・減災対策緊急治山

事業費
（再掲）
[100401]

森林づくり推進課 Ｒ３予算

【新】
18 地すべり防止施設管理

サポート事業費
（再掲）
[100401]

森林づくり推進課 Ｒ３予算

重要路線の安全な通行を確保するための林道の整備、小規模な荒廃山地等
の復旧、森林づくり県民税を活用した防災・減災対策、里山整備等を目的とし
た森林の整備に取り組みます。

*治山事業により保全される集落数：40集落(2021年度)

災害リスクの高い一級河川の上流域の安定を図るため、治山事業のハード対
策とソフト対策を総合的かつ一体的に実施します。

300,000 Ｒ２当初 0

近年の山地災害の多様化を踏まえ、災害時の迅速な対応を図るため、応急工
事や緊急調査を行います。
また、過疎化により住民による手入れが行き届かなくなった里山において、災
害の未然防止のために森林整備を実施します。

（森林づくり県民税基金活用事業）

35,500

（一部 森林づくり県民税基金、ふるさと信州寄附金基金活用事業）

759,503 Ｒ２当初 767,070
[R2.9月補正]

*治山事業により保全される集落数：40集落(2021年度)

*治山事業により保全される集落数：40集落(2021年度)

[303,985]

0

山間地で治山事業に携わる労働者の負担を軽減するため、リモート技術導入
の実証事業を行います。

100,000 Ｒ２当初

Ｒ２当初 0

*治山事業により保全される集落数：40集落(2021年度)

500 Ｒ２当初 0

地すべりの再発を未然に防止するため、市町村に地すべり防止施設の巡視や
点検等の保全活動を委託し、地すべり防止施設を適切に管理します。

（森林づくり県民税基金活用事業）

区　分
林　道 10,260 千円
治　山 314,804 千円
造　林 434,439 千円

計 759,503 千円

予算額
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

19 直轄事業負担金

森林づくり推進課 Ｒ３予算

【新】
20 森林（もり）の未来図作成

事業費
[100104]

*県全体の森林や里山のあるべき姿のまとめ（2022年度）

森林政策課 Ｒ３予算

【新】
21

[100501]

*農林業被害額：667,750千円以下（2021年度）

鳥獣対策・ジビエ振興室 Ｒ３予算

581,000

17,500 Ｒ２当初 0

◎ 「森林・林業のあり方検討」の推進

野生いのししの生息環境対
策を主軸とした総合的な獣
害対策事業費（豚熱対策）

（森林経営管理基金活用事業）

315 Ｒ２当初 0

国が進める松川入地区、小渋川地区、姫川地区における治山施設等の整備
事業に対して法令に基づく負担金を支出します。

446,000 Ｒ２当初

野生いのししの生息適地でもある耕作放棄地に着目し、「生息環境対策」を主
軸として、「侵入防止対策」、「捕獲」の３つの対策をパッケージとする総合的な
獣害対策に取り組み、長野モデルとして発信します。

◎ 「新たな豚熱対策」の推進

アフターコロナ時代に向けて、効果的な施策を進めるため、県内、国内、海外
関係者との意見交換や、地域の取組の検討を行うことにより、森林・林業・木材
産業を取り巻く状況を把握し、施策を考える際の土台となる森林や里山のある
べき姿を明らかにします。

区　分
治　山 446,000 千円

計 446,000 千円

予算額

62 (林務部-5)



1

[110501][110502][110503]
[110504]

【創】

【創】

河川課

2

[110601]

砂防課

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

建設部

・土砂災害特別警戒区域内の要配慮者利用施設の保全（全55施設）
・土砂災害警戒区域内の木造1階建ての児童・老人福祉関係施設の保全
　　（全69施設）
・土砂災害対策特別警戒区域内に指定された避難所の保全（全57施設）

*避難所対策施設着手数:29（2020年度）→57（2022年度）

要配慮者利用施設・避難所
を守る土砂災害対策事業費

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

土砂災害特別警戒区域等に立地する要配慮者利用施設や避難所を守るた
め、ハード対策とソフト対策の両面から土砂災害対策を推進します。

[債務負担行為額]

Ｒ３予算

◎ 防災・減災対策の推進

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

・浸水想定区域図の作成

*簡易型河川監視カメラの設置：100基（2021年度）

流域全体で取り組む総合
治水対策事業費

災害が頻発・激甚化している現状を踏まえ、災害を未然に防止するための対策
を集中的に実施するほか、国・市町村との連携による「流域治水プロジェクト」を
推進します。

*県有施設における地下貯留浸透施設の設計：2施設（2021年度）

*県有施設における雨水貯留タンク設置：88基（2021年度）

*浸水想定区域図の作成：95河川（2021年度）

*再度災害防止のための改良復旧：11か所（2021年度）

*危機管理型水位計の設置：10基（2021年度）

・再度災害防止のための改良復旧等のハード対策

・県有施設における地下貯留浸透施設設置

・県有施設における雨水貯留タンク設置

・事務所や家庭で行う雨水貯留に関する普及・啓発

〔参考〕 Ｒ２当初予算（３か年緊急対策分除く） 7,007,366千円

Ｒ３予算 3,639,715 Ｒ２当初

*要配慮者利用施設の保全完了数:49（2020年度）→55（2022年度）

*木造１階建て児童・老人福祉関係施設対策着手数:55（2020年度）→69（2022年度）

〔参考〕 Ｒ２当初予算（３か年緊急対策分除く） 407,145千円

Ｒ２当初

10,313,526
[債務負担行為額] [1,706,655]

815,360 1,762,800
[760,000]
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

3

[110601]

砂防課

4

［110601］

砂防課

5

[110802]

建築住宅課

1,393

*再度災害を防止する砂防事業の新規着手数： 2（2021年度）

Ｒ３予算

79,730

Ｒ３予算

Ｒ２当初

災害復興住宅建設等補助
事業費

Ｒ３予算

令和元年東日本台風により被災した住宅の建設・補修等を支援するため、必要
な資金の借入れに対して利子相当額の一部を助成します。

・補助対象者

利子相当額　建設・購入は10年分、補修は5年分
※住宅金融支援機構の災害復興住宅融資の利子相当額を上限とする。
（参考： 令和3年1月時点　0.54%）

・補助額

*下流河川に甚大な影響を及ぼす地すべりを防止する事業： 2（2021年度）

8,715,200

*3部局連携による災害時住民支え合いマップと地区防災マップの作成: 15市町村
　（2021年度）

*公民館（本館）向け防災講座実施数： 63回（2021年度）

*要配慮者利用施設管理者向け防災講座実施数： 15回（2021年度）

赤牛先生による地域での
防災教育事業費

地域防災力向上のため、砂防ボランティア協会との連携により「赤牛先生
※

」を
公民館等に派遣し、土砂災害や水害を「我が事として捉える防災意識」を醸成
するとともに、地区防災マップの作成等、住民の自主的な防災活動を促進しま
す。

　※赤牛先生･･･
　　　　各地に語り継がれる「赤牛伝説」は水に関係する話が多く、その地域特有の
　　　　災害への忠告であるともいわれていることから、防災教育の講師を「赤牛先生」
　　　　と呼んでいます。

流域を保全する土砂災害対
策事業費

住宅建設・購入又は補修のために住宅金融支援機構等から資金の貸
付けを受けた者

1,665

4,514,731 Ｒ２当初
[債務負担行為額]

令和元年東日本台風による土砂災害等、近年激甚化している災害を踏まえ、
土石流や流木対策に加え、再度災害防止のための緊急土砂災害対策、除石
等による既存堰堤の機能増進等、流域を保全する土砂災害対策を推進しま
す。

Ｒ２当初 70,740

*土石流とともに流木を止める砂防事業の新規着手数： 17（2021年度）

〔参考〕 Ｒ２当初予算（３か年緊急対策分除く） 4,023,760千円

[3,820,000]

*既存堰堤の機能増進新規着手数： 10（2021年度）
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

6 克雪住宅普及促進事業費
[110802]

建築住宅課

7

[110802]

建築住宅課

8 公共施設耐震対策事業費
[111001]

施設課

9

[110302]

道路管理課

住宅・建築物耐震改修総合
支援事業費

「道の駅」整備・リニューアル
事業費

Ｒ２当初

90,962

231,460Ｒ３予算 241,213

Ｒ３予算

「道の駅」において、地域活性化やインバウンド観光誘客、観光振興に資する
トイレの洋式化や多目的トイレの改修等を進め、観光拠点としての利便性向上
やイメージアップを図ります。

〔参考〕 Ｒ２当初予算（３か年緊急対策分除く） 231,213千円

[債務負担行為額]

2,052,775 1,035,238

◎ 観光地域の基盤づくり

[119,161]

*道の駅リニューアル実施箇所: 14か所（2022年度）

Ｒ３予算

震災時の応急活動等に必要な施設を継続して使用できるようにするため、防災
上重要な拠点等となる県有施設の耐震性能を強化します。

　　　・工事・監理　　　　15棟

Ｒ２当初

6,708

88,999 Ｒ２当初

Ｒ２当初

特別豪雪地帯の雪下ろしの負担を軽減し、作業中の転落事故を未然に防ぐた
め、市町村が行う住宅の克雪化の支援に対し、県がその費用の一部を補助しま
す。

*住宅の耐震改修： 245件（2021年度）

Ｒ３予算

住宅や避難施設となる建築物等の耐震化を促進するため、市町村と協調し、住
宅・建築物の所有者が行う耐震診断・改修を支援するとともに、耐震改修に携わ
る施工者及び設計者の技術力向上を図るため、講習会等を実施します。

・戸建住宅等の耐震診断、耐震改修への補助（耐震改修限度額100万円）
・耐震化の普及啓発を実施する市町村への支援と県主体の出張講座の実施
・改修事業者の技術力向上のための講習会の実施（改修事業者リスト化）

*住宅の耐震診断： 934件（2021年度）

*克雪住宅整備戸数： 27戸（2021年度）

7,454
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

【地】

10

[110302]

道路管理課

11

[110801]

建築住宅課

12

[110701]

都市・まちづくり課

1,803 Ｒ２当初

Ｒ３予算

「Japan Alps Cycling（ジャパ
ン アルプス サイクリング）」
ブランド構築事業費

549,376

古民家の修繕・再生や維持管理方法の提案を行うことにより、安全・安心な活用
と地域活性化を図ります。

20,844

信州地域デザインセンター
（ＵＤＣ信州）事業費

・諏訪湖周サイクリングロードの整備

・矢羽根型路面表示
※

の設置　等

快適で賑わいのあるまちづくり実現のため、公・民・学が連携し、それぞれの得
意分野やネットワークを活かし、多彩な視点から、市町村と協働してまちづくりを
推進します。

・まちづくり支援（地域に応じた都市デザイン・マネジメント）
・まちづくりセミナー（人材育成）の開催
・信州のまちづくりに係る情報の発信

*市町村との協働のまちづくり実施件数： 25件（2021年度）

763

Ｒ２当初

ふるさと古民家再生支援
事業費

470,000Ｒ２当初Ｒ３予算

※自転車の通行位置・方向を示すため車道路肩に表示するマーク

◎ 潤いのあるまち・むらづくり

Ｒ３予算

・専門家を派遣し、建物調査及び再生方法の提案
・古民家再生支援協議会の運営

世界水準の山岳高原リゾートを実現する重要なコンテンツとして、自転車の活用
による地域づくりを進めるため、自転車通行空間を整備します。

*古民家調査件数: 10件（2021年度）

*古民家再生提案件数: 2件（2021年度）

*延べ宿泊者数: 1,780万人（2016年） → 2,175万人（2022年）

*外国人延べ宿泊者数: 113.5万人（2016年） → 300万人（2022年）

21,619
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

【新】

13

[110702]

都市・まちづくり課

14

[110801]

【創】

【新】

・「環境配慮型住宅
※2

」新築及びリフォームへの補助

 　　補助額 新築 ： 30～80万円

リフォーム ： 助成対象工事費の1/5（上限50万円）

建築住宅課

15 空き家適正管理促進事業費
[110801]

建築住宅課

Ｒ３予算 201,092 Ｒ２当初 168,660
[債務負担行為額] [53,500]

 （健康エコ住宅普及促進事業・環境配慮型住宅普及促進事業を統合し、「信州健康
　エコ住宅普及促進事業」として新たに取り組みます。）

・信州らしさを活かした住まいづくりを普及促進するための指針策定
・事業者の技術力向上のための講習会の開催

・「信州健康エコ住宅
※１

」新築への補助
 　（補助額　50～100万円、更なる断熱性能強化等へ補助額を加算）

　※1 国の省エネ基準を上回る高い断熱性能を有し、県産木材を活用した住宅

　※2 国の省エネ基準に適合し、県産木材を活用した住宅

*信州健康エコ住宅（新築）　　 ： 150件（2021年度）
*環境配慮型住宅（新築）　　　 ：   60件（2021年度）
*環境配慮型住宅（リフォーム） ： 219件（2021年度）

490 Ｒ２当初 0

信州健康エコ住宅普及促進
事業費

住宅分野における2050ゼロカーボンを実現するため、高い断熱性能を有し、信
州の恵まれた自然環境を活かした、快適で健康的な信州らしい住まいづくりを
地域の工務店と協働して推進します。

増加する空き家の適正管理と円滑な流通を促進するため専門家を派遣し、市
町村への技術的な支援を行うとともに、既存住宅現況検査（インスペクション）費
用等への補助を行います。

*既存住宅売買瑕疵保険加入件数： 20件（2021年度）

まちなかへのグリーンインフ
ラ導入推進事業費

「長野県気候危機突破方針」に掲げる2050ゼロカーボンの達成に向け、まちな
かへのグリーンインフラの導入を積極的に推進します。

・グリーンインフラに係る市町村・事業者への普及啓発
・まちなかへのグリーンインフラ導入に向けた制度研究（ゼロ予算）

※この他、補助公共事業において公園駐車場緑化事業を実施

*県内主要市における「まちなか(用途地域内)緑被率」：指標値を維持（2025年度）

Ｒ３予算

・空き家対策セミナーの開催
・課題解決に取り組む市町村へ専門家を派遣
・既存住宅現況検査費用、既存住宅売買瑕疵保険料への補助

3,237 3,597

*既存住宅現況検査件数： 30件（2021年度）

Ｒ３予算 Ｒ２当初
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

16

[110901]

公営住宅室

17

[111101]

リニア整備推進局

*子育て世帯向けリノベーション整備： 6戸

住宅に困窮する所得の少ない方の安心・安全・快適な暮らしを確保するため、
県営住宅プラン2016に基づく『５R』プロジェクトを推進します。
県営住宅の整備に当たっては、断熱性能の向上や効率性の高い建築設備の
導入により、一層の省エネルギー化に取り組みます。

　リノベーション事業 《Renovation》
　　老朽化した中高層住宅を活用し、子育て世帯が安心して住める県営住宅
　　としてリノベーション
      ・リノベーション戸数　6戸

　リフォーム事業 《Reform》
　　入浴設備のない中高層住宅の浴室をリフォーム（ユニットバスや浴槽等
　　を設置）
　　　・入浴設備設置　240戸

　リニューアル事業 《Renewal》
　　今後も維持が必要な低層住宅を厳選してリニューアル（全面的リフォーム）
　　　・リニューアル戸数　6戸
　　エレベーター設備のない中層住宅をリニューアル（エレベーター設置）
　　　・劣化度調査、実施設計　3団地3棟
　
　建替事業 《Reconstruction》
　　将来の市町村移管の協議が整った団地の建替え
　　　・建替戸数　65戸（着手20戸、継続45戸）
　
　再編事業 《Restructuring》
　　居住環境の整った団地への集約・移転の促進、老朽化した住宅の除却と
　　土地の有効活用
　　　・集約・移転　130戸、除却　96戸

・沿線県（山梨・岐阜）との広域二次交通や広域観光の連携について
　共同研究
・「リニアバレー構想」の実現に取り組む地域の団体等に、課題に応じた
　アドバイザーを派遣　等

1,997,487 Ｒ２当初

リニア中央新幹線活用
地域振興事業費

県営住宅『５R』プロジェクト
推進事業費

リニア中央新幹線の整備効果を広く県内に波及させ、地域の振興を図るため、
多様な主体と連携し、リニア関連構想の実現に向けた検討、取組を進めます。

Ｒ３予算
[債務負担行為額]

*中高層住宅入浴設備設置住戸： 75.2%（2016年度） → 93.3%（2021年度）

Ｒ２当初

◎ 本州中央部広域交流圏の形成

[400,776]

1,924,221

*建替着手戸数： 20戸

5,413 5,254Ｒ３予算
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

18

[111101]

リニア整備推進局

【地】

19

[110502]

河川課

20

[110102]

技術管理室

21

[110801]

建築住宅課

・水草除去などの水質浄化工法の実施

◎ 建設産業の振興と人材の確保・育成

Ｒ３予算

“信州の木”のある暮らしの魅力を発信するため、優良な木造建築物の表彰、木
造建築の担い手確保に向けた啓発及び二地域居住者向けコンパクト住宅の普
及を促進します。

　69%（2017年度）  → 75%（2021年度）

産学官の連携強化により、建設産業の次世代を担う人材の確保・育成を推進し
ます。

*コンパクト住宅プレゼンテーション来場者数：62人（2016年度） → 75人（2021年度）

*土木・建築系学科高校生の建設産業への就職割合：

3,347 3,302

・建設系学科高校生等が建設産業の魅力を体感するため、測量・設計・
  工事のプロセスを自ら実践する学びのフィールドを提供
・担い手の育成と就業後の離職防止を図るため、資格取得を支援する試
  験準備講座を実施

2,501

63,001Ｒ２当初

信州木のある暮らし推進
事業費

*水草除去： 510t（2021年度）

*環境調査一式（2021年度）

*覆砂一式（2021年度）

235,941221,550Ｒ３予算

建設産業の次世代を担う
人づくり推進事業費

リニア中央新幹線用地取得
事業費

Ｒ３予算 59,123

「諏訪湖創生ビジョン」に掲げる「人と生き物が共存し、誰もが訪れたくなる諏訪
湖」を目指す取組を進めるため、水草除去等による水質改善や湖面の利活用を
図ります。

全国新幹線鉄道整備法に基づき、ＪＲ東海から関係町村（大鹿村、豊丘村、喬
木村、阿智村、南木曽町）における用地取得事務の一部を受託し、用地交渉や
不動産鑑定等を行います。

Ｒ２当初

◎ 水環境の保全

諏訪湖創生ビジョン推進
事業費

Ｒ２当初

Ｒ２当初 2,288Ｒ３予算

・優良な木造建築物への「“信州の木”建築賞」表彰
・中学校への大工技能者の派遣実習の実施
・二地域居住者向けプレゼンテーションの実施
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

22 補助公共事業費
（一部再掲）

[110302][110303][110402]
[110501][110502][110503]
[110601][110702][110703]

23 県単独公共事業費
（一部再掲）

[110302][110402][110702]
[110703]

（一部 森林づくり県民税基金活用事業）

Ｒ２当初 85,275,686

安全・安心な県土づくりを進めるとともに、持続可能な地域づくりを実現するた
め、国の予算を活用した補助公共事業を行います。

〔参考〕 Ｒ２当初予算（３か年緊急対策分除く） 55,584,020千円

Ｒ３予算

◎ 公共事業関係費

道路管理課
道路建設課
河川課
砂防課
都市・まちづくり課

[2,540,000][債務負担行為額]

Ｒ２当初

道路管理課
道路建設課
河川課
砂防課
都市・まちづくり課 16,595,127 17,598,072

[42,271,048]

Ｒ３予算 60,261,043
[債務負担行為額]

観光地周辺の道路整備や河川等の浚渫、園児の交通安全対策など、喫緊の
課題に対応するため、県単独の予算による事業を行います。
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
（＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

24 災害復旧事業費

河川課

25 直轄事業負担金

建設政策課 Ｒ３予算 16,213,666 Ｒ２当初 23,651,437

〔参考〕 Ｒ２当初予算（３か年緊急対策分除く） 20,698,437千円

Ｒ３予算
[債務負担行為額]

Ｒ２当初 14,841,076
[923,607]

令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等の災害により被災した公共土木施
設の復旧事業を行います。

11,277,385

国が進める道路事業や河川事業、砂防事業等について、地元自治体として負
担金を支出します。
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1

[160101]

*特殊詐欺被害件数：140件（2018年度）→90件以下（2022年度）

警察本部会計課 Ｒ３予算

2 交通事故防止対策事業費
[160102]

*交通事故死傷者数：9,805人（2017年）→8,500人以下（2022年）

警察本部会計課 Ｒ３予算

3 初動警察力強化事業費
[160101]

警察本部会計課 Ｒ３予算
[債務負担行為額]

◎ 交通事故防止対策の推進

◎ 初動警察力の強化

警察本部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

高水準で発生している特殊詐欺の被害防止対策を推進します。
　　・犯行使用電話の無力化による被害拡大防止
　　・被害対象者等への広報啓発活動の推進
　　・関係機関等との連携による水際対策の強化

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

特殊詐欺被害防止対策事
業費

14,262 Ｒ２当初 10,363

◎ 犯罪防止対策の推進

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

悲惨な交通事故を防止するための各種対策を推進します。
　　・高齢運転者の支援(高齢運転者支援システムの導入等）
　　・交通事故分析基盤の強化（交通基本情報管理システムの機能向上）
　　・安全で円滑な交通環境の整備

1,826,133 Ｒ２当初 2,016,186

通信指令システム等の更新に併せて機能向上を図り、初動警察力を強化しま
す。

256,040 Ｒ２当初 282,055
[2,468,913]
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1 学びの改革実践校応援事業
費
[150603]

学びの改革支援課 Ｒ３予算

【新】【創】
2 ＩＣＴ教育推進センター事業

費
[150502][150602]

特別支援教育課
学びの改革支援課 Ｒ３予算

【創】
3 ＩＣＴ学習環境整備事業費

[150502][150602]

*ICTを使って授業ができる教員の割合：80%(2019年度)→90%(2021年度)

特別支援教育課
学びの改革支援課 Ｒ３予算

4 県立高校「未来の学校」構築
事業費
[150601]

学びの改革支援課 Ｒ３予算

「未来の学校」実践校6校において、先進的・先端的な研究開発に取り組みま
す。

　　　・大学や地域と連携した探究的な学びの構築
　　　・企業等と連携した高度な産業教育の推進
　　　・一人ひとりの学習進度や適性等に応じた学びの支援

*主体的・協働的に学習に取り組んでいる生徒の割合：60%（2024年度）

6,334 Ｒ２当初 5,564

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費事業
 　　 　　【地】：地域振興局長の要望・提案反映事業

教育委員会

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

公立学校におけるＩＣＴ機器の授業での活用方法や端末整備のあり方を研究・
普及するとともに、教員研修の充実を図るため、長野県ＩＣＴ教育推進センター
（仮称）を設置します。

　　　・長野県ＩＣＴ教育推進センター（仮称）を設置
　　　・長野県ＩＣＴ学び推進委員会の開催

677 Ｒ２当初 0

県立学校において「一人ひとりの学習進度や適性等に応じた学び」や「様々な
人と協働し自ら問いを立て答えを見いだす学び」を実現するため、ＩＣＴ教育パ
イロット校8校を指定し、ＩＣＴ教育の進化形について研究・発信します。

【新】・ＩＣＴ教育パイロット校を核とする新たな学びのスタイルの推進
　　　・ＧＩＧＡスクールサポーターの派遣

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

71,998 Ｒ２当初 0
[R2.6月補正]

*「学びの改革実践校」の成果を取り入れた小中学校等の割合：100%（2025年度）

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

4,096 Ｒ２当初

[33,990]

3,239

◎ 未来を切り拓く学力の育成

*学校のクラウド利用率：100%(2021年度)

学年担任制やタブレット活用による自由進度学習等の「学びの改革」を確かな
ものとし、その成果を全県へ普及拡大させるため、改革に取り組む小中学校等
に対して、アドバイザー派遣等の支援を行います。

【拡】・「学びの改革実践校」として42校の小中学校等を新たに指定
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

5 県立高校再編実施計画検討
事業費
[150301]

高校再編推進室 Ｒ３予算

6 高等学校校舎等計画改修事
業費
[150301]

高校教育課
高校再編推進室 Ｒ３予算

7 幼児教育支援センター運営
事業費
[150603]

学びの改革支援課 Ｒ３予算

8 スクール・サポート・スタッフ等
配置事業費
[150204][150301][150502]

*配置校における1か月の平均時間外勤務時間の対前年度比（一人当たり）：

義務教育課
高校教育課
特別支援教育課 Ｒ３予算

　前年度以下

1,291,526 Ｒ２当初 1,040,484

「再編・整備計画」に基づき、統合新校ごとの「再編実施計画」を検討するた
め、「新校再編実施計画懇話会」において目指す学校像等について意見交換
を行います。

　　　・新校再編実施計画懇話会の開催　各6回
　　　　検討対象：小諸新校、佐久新校、伊那新校

1,423 Ｒ２当初 0
[R2.9月補正] [948]

建築から年数の経過した校舎等について、施設の保全や長寿命化、ゼロカー
ボンに資する省エネ化などを図るため、計画的な改修を行います。

　　　・維持補修、改修　38件　等

県内全ての幼児教育施設において質の高い幼児教育を提供するため、大学
や保育の現場等の有識者と保育者研修や幼保小接続等について検討すると
ともに、実践を通して学び合うフィールド研修等を実施します。

　　　・実践園（7園）でのフィールド研修の実施
　　　・保育者研修体系の構築
　　　・幼保小接続カリキュラムの開発

*幼保小合同研修会の実施率：46.1%(2020年度)→50.0%(2022年度)  

5,309 Ｒ２当初 5,746

◎ 豊かな心と健やかな身体の育成

278,031 Ｒ２当初 116,685

◎ 地域との連携・協働による安全・安心・信頼の環境づくり

新型コロナウイルス感染症の消毒作業や学習プリント等の準備、採点業務、来
客・電話対応等に係る教員の業務をサポートするため、スクール・サポート・ス
タッフ等を一定規模以上の公立小・中・義務教育学校、高校及び特別支援学
校に配置します。

　　　・スクール・サポート・スタッフ等の配置

（一部 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業）

[R2.6月補正] [235,997]
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

【新】
9 不登校児童生徒に対する

学びの継続支援事業費
[150701]

心の支援課 Ｒ３予算

10 スクールカウンセラー事業費
[150701]

心の支援課 Ｒ３予算

11 スクールソーシャルワーカー
活用事業費
[150701]

心の支援課 Ｒ３予算

12 学校生活相談体制充実事業
費
[150701]

心の支援課 Ｒ３予算

Ｒ２当初 0

Ｒ２当初

◎ すべての子どもの学びを保障する支援

94,365

いじめ、不登校、暴力行為などの背景にある家庭的な問題に対応し、困難を
抱える児童生徒を取り巻く環境を改善するため、社会福祉や精神保健福祉の
専門家であるスクールソーシャルワーカーを配置します。

【拡】・コロナ禍における子どもの福祉的なケアのための支援時間の増
　　　　20,322時間（2020年度）→21,383時間（2021年度）

*スクールソーシャルワーカーを介した学校と地域関係機関との連携ケース：
　2,113件(2019年度)→2,150件(2021年度)

不登校児童生徒が学びを継続できるようにするため、多様な学びの場を提供
し、その学びや活動を評価する仕組みづくりを行います。

　　　・教育支援センター（4か所）に不登校支援コーディネーターを配置し、そ
　　  　れぞれの子どもに合った学びを提供
　

*自宅におけるＩCＴを活用した学習活動を指導要録上出席扱いとした児童生徒数：
  小学生4人、中学生8人(2019年度)→小学生8人、中学生16人(2021年度)

児童生徒が安心して学校生活を送り、学習に取り組めるよう、様々な不安や悩
みに対応する相談体制を充実させるため、スクールカウンセラーを配置しま
す。

【拡】・コロナ禍における子どもの心のケアのための配置時間の増
　　　　38,453時間（2020年度)→40,404時間（2021年度）
　　　・スクールカウンセラーの増員
　　　　105人（2020年度)→107人（2021年度）

*全ての学校で支援を必要としている児童生徒が100%相談できる体制の構築
*全ての公立小中義務教育学校でスクールカウンセラーを活用した予防的・早期発
  見の取組を実施
（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

194,395 Ｒ２当初 186,865

3,422

コロナ禍における子どもの悩みや不安に寄り添い、いじめや不登校に起因す
る自殺を防止するため、24時間相談電話や中学生・高校生を対象とするLINE
相談の窓口を開設します。

【拡】・LINE相談実施期間の拡大

*20歳未満の自殺死亡率：3.74人（10万人当たり）(2019年度)→0人(2021年度)

19,789 Ｒ２当初 17,442

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

102,832
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

13 特別支援学校改革事業費
[150501][150502]

特別支援教育課 Ｒ３予算

14 聴覚障がいのある生徒を支
援する遠隔パソコン文字通
訳システム活用事業費
[150301]

*生徒が希望する科目で実施

高校教育課 Ｒ３予算

15 第82回国民スポーツ大会に
向けた競技力向上事業費
[151003]

*天皇杯の順位：16位(2019年度)→12位(2021年度)

スポーツ課 Ｒ３予算

【新】
16 第42回北信越国民体育大会

開催事業費
[151002]

*国民体育大会予選会の開催：30競技実施

国体準備室 Ｒ３予算

聴覚障がいのある生徒の学びを支援するため、授業中の音声をリアルタイム
で文字表示する遠隔パソコン文字通訳システムを県立高校で活用します。

　　　・対象生徒　県立高校に通う聴覚に障がいのある生徒

2,240 Ｒ２当初 0
[R2.11月補正] [1,280]

一人ひとりの可能性を最大限伸ばすとともに、共生社会をリードする学校を実
現するため、特別支援学校改革を推進します。

【拡】・自立活動教員25名の増員による専門性サポートチームの機能強化
【拡】・通級指導教室11教室の増設
【拡】・技能検定食品加工部門の複数校での本格実施

*自立活動を週2時間できる児童生徒の割合:
  40%(2019年度）→80%（2021年度）
*小学校における通級指導教室を利用している児童の割合：
  0.60%（2019年度）→0.90%（2021年度）
*特別支援学校高等部卒業生の企業就労率：
  30.1%（2019年度）→32.3%（2021年度）

53,374 Ｒ２当初 56,898
[R2.9月補正] [△588]

◎ 潤いと感動をもたらす文化とスポーツの振興

令和10年に本県で開催予定の第82回国民スポーツ大会における天皇杯・皇
后杯の獲得と、大会終了後の競技力の維持・定着を目指し、選手強化や指導
者養成等に引き続き取り組みます。
 
 　 　・競技団体が実施する競技者の育成・強化、指導者養成への支援

（一部 ふるさと信州寄附金基金活用事業）

220,000 Ｒ２当初 220,000

三重県で開催される第76回国民体育大会の北信越ブロック（5県）の予選会と
して、第42回北信越国民体育大会を開催します。

　　　・開催時期   令和3年5月～8月
　　　・会場地      長野市以下19市町村
　　　・競技数      30競技

24,440 Ｒ２当初 0
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事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

17 全国高等学校総合体育大会
開催事業費
[151003]

*夏季大会の開催：4競技実施

スポーツ課 Ｒ３予算

学校教育の一環として高校生に広くスポーツ実践の機会を提供し、技能の向
上とスポーツ精神の高揚を図るとともに、生徒相互の親睦を深め、心身ともに
健全な青少年を育成することを目的として、全国高等学校総合体育大会（イン
ターハイ）を開催します。

　　　・開催時期　　令和3年7月～8月
　　　・会場地　　　 長野市（水泳、柔道）
　　　　　　　 　　　   松本市（テニス）
　　　　　　　 　　　   佐久市（少林寺拳法）

89,477 Ｒ２当初 40,428
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企業局

1 電気事業

[130101]

・新規発電所の建設
・新規電源開発地点の調査
・西天竜発電所の大規模改修
・美和、春近発電所の大規模改修
・裾花発電所の出力増強

２　先端技術の大胆な活用
【新】

･水素ステーション実証事業

【拡】 ･地域連携水力発電マイクログリッド構築事業

４　地域への貢献、地域との連携
【拡】 ･地域連携水力発電マイクログリッド構築事業（再掲）

･水の恵みを未来へつなぐ交付金事業

･一般会計への繰出し（地方創生積立金）

･売電方法の検討

企業局

2 末端給水事業

[130102]

・耐震化及び老朽化対策の推進
・水道施設のダウンサイジングの推進
・施設の浸水対策の推進

２　先端技術の大胆な活用

【新】

【新】・キャッシュレス決済の導入

３　リスクマネジメント
・耐震化及び老朽化対策の推進（再掲）
・施設の浸水対策の推進（再掲）
・災害時受援体制の整備
・「安心の蛇口」の整備（2か所）

【拡】・広域連携の推進、市町村等水道事業者への支援

企業局

3 用水供給事業

[130103]

・耐震化及び老朽化対策の推進

・耐震化及び老朽化対策の推進（再掲）
・豪雨等による高濁度対策の推進

・災害時受援体制の整備

・「応急給水ポイント」の整備（1か所）

企業局
[債務負担行為額] [110,000] [債務負担行為額] [520,000]

Ｒ３予算 2,339,709 Ｒ２当初 2,306,761

Ｒ３予算 7,409,742 Ｒ２当初 7,530,026
[債務負担行為額] [1,192,000] [債務負担行為額] [506,400]

施設及び管路の耐震化の推進並びに老朽化対策の計画的な実施などにより、経営の安
定と危機管理体制の強化を図るとともに、供給先市村との連携強化に取り組みます。

１　未来への投資

２　リスクマネジメント

[債務負担行為額] [5,920,305]

施設及び管路の耐震化の推進並びに老朽化対策の計画的な実施などにより、経営の安
定と危機管理体制の強化を図るとともに、水道法の改正を踏まえた水道事業の広域化・広
域連携の推進や、市町村等水道事業者への支援に取り組みます。

４　地域への貢献、地域との連携

・次世代監視制御ネットワークシステムの導入（浄水場中央監視制御装置の更新とネットワーク化の検討）

･次世代監視制御ネットワークシステムの導入（スマート保安推進事業）

１　未来への投資

３　リスクマネジメント

Ｒ３予算 10,259,986 Ｒ２当初 7,717,547
[債務負担行為額] [7,511,810]

事　業　名
［事業改善シート番号］

事　業　内　容　及　び　金　額　（千円）

新規電源開発地点発掘プロジェクトによる新規発電所建設及び美和・春近発電所の大規
模改修などにより、経営の安定を図るとともに、再生可能エネルギーの拡大に取り組みま
す。

１　未来への投資
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危機管理部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

消防課 026-235-7407 026-233-4332 shobo@pref.nagano.lg.jp

新型コロナウイルス感染症対策室 026-232-0111(内4704) 026-233-4332 corona-taisaku@pref.nagano.lg.jp

危機管理防災課 026-235-7408 026-233-4332 bosai@pref.nagano.lg.jp

企画振興部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

総合政策課 026-235-7013 026-235-7471 seisaku@pref.nagano.lg.jp

情報政策課 026-235-7138 026-235-0517 joho@pref.nagano.lg.jp

統計室 026-235-7070 026-235-0517 tokei@pref.nagano.lg.jp

先端技術活用推進課 026-235-7146 026-235-0517 sentan@pref.nagano.lg.jp

広報県民課 026-235-7054 026-235-7026 koho@pref.nagano.lg.jp

交通政策課 026-235-7015 026-235-7396 kotsu@pref.nagano.lg.jp

松本空港利活用・国際化推進室 026-235-7019 026-235-7396 airport@pref.nagano.lg.jp 

地域振興課 026-235-7023 026-232-2557 shinko@pref.nagano.lg.jp

市町村課 026-235-7063 026-232-2557 shichoson@pref.nagano.lg.jp

信州暮らし推進課 026-235-7024 026-235-7397 iju@pref.nagano.lg.jp

国際交流課 026-235-7188 026-232-1644 kokusai@pref.nagano.lg.jp

総務部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

秘書課 026-232-2002 026-235-6232 hisho@pref.nagano.lg.jp

人事課 026-235-7137 026-235-7395 jinji@pref.nagano.lg.jp

コンプライアンス・行政経営課 026-235-7029 026-235-7030 comp-gyosei@pref.nagano.lg.jp 

職員課 026-235-7034 026-235-7478 shokuin@pref.nagano.lg.jp

財政課 026-235-7039 026-235-7475 zaisei@pref.nagano.lg.jp

財産活用課 026-235-7043 026-235-7474 zaikatsu@pref.nagano.lg.jp

税務課 026-235-7046 026-235-7497 zeimu@pref.nagano.lg.jp

県税徴収対策室 026-235-7050 026-235-7497 zeicho@pref.nagano.lg.jp

情報公開・法務課 026-235-7059 026-235-7370 kokai@pref.nagano.lg.jp

総務事務課 026-235-7135 026-235-7082 somujimu@pref.nagano.lg.jp

職員キャリア開発センター 026-235-7290 026-235-7490 career@pref.nagano.lg.jp

県民文化部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

文化政策課 026-235-7281 026-235-7284 bunka@pref.nagano.lg.jp

信濃美術館整備室 026-235-7283 026-235-7284 shinbi@pref.nagano.lg.jp

多文化共生・パスポート室 026-235-7173 026-232-1644 tabunka@pref.nagano.lg.jp

県民協働課 026-235-7189 026-235-7258 kyodo-npo@pref.nagano.lg.jp

くらし安全・消費生活課 026-235-7151 026-235-7374 kurashi-shohi@pref.nagano.lg.jp

人権・男女共同参画課 026-235-7106 026-235-7389 jinken-danjo@pref.nagano.lg.jp

次世代サポート課 026-235-7207 026-235-7087 jisedai@pref.nagano.lg.jp

こども・家庭課 026-235-7095 026-235-7390 kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

児童相談・養育支援室 026-235-7099 026-235-7390 jido-shien@pref.nagano.lg.jp

私学振興課 026-235-7058 026-235-7499 shigaku@pref.nagano.lg.jp

高等教育振興課 026-235-7285 026-235-7499 koto-shin@pref.nagano.lg.jp

《　　連　　絡　　先　　》
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健康福祉部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

健康福祉政策課 026-235-7091 026-235-7485 kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

医療政策課 026-235-7145 026-223-7106 iryo@pref.nagano.lg.jp

医師・看護人材確保対策課 026-235-7144 026-235-7377 ishikango@pref.nagano.lg.jp

地域福祉課 026-235-7114 026-235-7172 chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

健康増進課 026-235-7112 026-235-7485 kenko-zoshin@pref.nagano.lg.jp

国民健康保険室 026-235-7090 026-235-7485 kokuho@pref.nagano.lg.jp

保健・疾病対策課 026-235-7141 026-235-7170 hoken-shippei@pref.nagano.lg.jp

感染症対策課 026-235-7378 026-235-7334 kansen@pref.nagano.lg.jp

介護支援課 026-235-7111 026-235-7394 kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

障がい者支援課 026-235-7103 026-234-2369 shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

食品・生活衛生課 026-235-7153 026-232-7288 shokusei@pref.nagano.lg.jp

薬事管理課 026-235-7157 026-235-7398 yakuji@pref.nagano.lg.jp

環境部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

環境政策課 026-235-7171 026-235-7491 kankyo@pref.nagano.lg.jp

ゼロカーボン推進室 026-235-7022 026-235-7491 zerocarbon@pref.nagano.lg.jp

水大気環境課 026-235-7176 026-235-7366 mizutaiki@pref.nagano.lg.jp

生活排水課 026-235-7321 026-235-7399 seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

自然保護課 026-235-7178 026-235-7498 shizenhogo@pref.nagano.lg.jp

資源循環推進課 026-235-7181 026-235-7259 junkan@pref.nagano.lg.jp

産業労働部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

産業政策課 026-235-7191 026-235-7496 sansei@pref.nagano.lg.jp

産業復興支援室 026-235-7204 026-235-7496 san-step@pref.nagano.lg.jp

産業立地・経営支援課 026-235-7195 026-235-7496 keieishien@pref.nagano.lg.jp

創業・サービス産業振興室 026-235-7198 026-235-7496 service@pref.nagano.lg.jp

産業技術課 026-235-7196 026-235-7197 sangi@pref.nagano.lg.jp

日本酒・ワイン振興室 026-235-7126 026-235-7197 jizake@pref.nagano.lg.jp

人材育成課 026-235-7199 026-235-7328 jinzai@pref.nagano.lg.jp

労働雇用課 026-235-7118 026-235-7327 rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

営業局 026-235-7248 026-235-7496 eigyo@pref.nagano.lg.jp

観光部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

山岳高原観光課 026-235-7250 026-235-7257 mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

観光誘客課 026-235-7253 026-235-7257 kankoshin@pref.nagano.lg.jp

国際観光推進室 026-235-7252 026-235-7256 go-nagano@pref.nagano.lg.jp

農政部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

農業政策課 026-235-7211 026-235-7393 nosei@pref.nagano.lg.jp

農産物マーケティング室 026-235-7217 026-235-7393 marketing@pref.nagano.lg.jp

農業技術課 026-235-7220 026-235-8392 nogi@pref.nagano.lg.jp

園芸畜産課 026-235-7227 026-235-7481 enchiku@pref.nagano.lg.jp

家畜防疫対策室 026-235-7232 026-235-7481 kachiku-boeki@pref.nagano.lg.jp

農地整備課 026-235-7238 026-233-4069 nochi@pref.nagano.lg.jp

農村振興課 026-235-7242 026-235-7483 noson@pref.nagano.lg.jp

林務部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

森林政策課 026-235-7262 026-234-0330 rinsei@pref.nagano.lg.jp

信州の木活用課 026-235-7274 026-235-7364 ringyo@pref.nagano.lg.jp

県産材利用推進室 026-235-7266 026-235-7364 mokuzai@pref.nagano.lg.jp

森林づくり推進課 026-235-7275 026-234-0330 shinrin@pref.nagano.lg.jp

鳥獣対策・ジビエ振興室 026-235-7273 026-235-7279 choju@pref.nagano.lg.jp
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建設部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

建設政策課 026-235-7292 026-235-7482 kensetsu@pref.nagano.lg.jp

技術管理室 026-235-7294 026-235-7482 gijukan@pref.nagano.lg.jp

道路管理課 026-235-7301 026-235-7369 michikanri@pref.nagano.lg.jp

道路建設課 026-235-7318 026-235-7391 michiken@pref.nagano.lg.jp

河川課 026-235-7308 026-225-7069 kasen@pref.nagano.lg.jp

砂防課 026-235-7315 026-233-4029 sabo@pref.nagano.lg.jp

都市・まちづくり課 026-235-7296 026-252-7315 toshi-machi@pref.nagano.lg.jp

建築住宅課 026-235-7339 026-235-7479 kenchiku@pref.nagano.lg.jp

公営住宅室 026-235-7337 026-235-7486 jutaku@pref.nagano.lg.jp

施設課 026-235-7342 026-235-7477 shisetsu@pref.nagano.lg.jp

リニア整備推進局 026-235-7016 026-252-7315 linear-kyoku@pref.nagano.lg.jp

企業局

課室名 電話 ファックス メールアドレス

経営推進課 026-235-7371 026-235-7388 kigyo@pref.nagano.lg.jp

電気事業課 026-235-7375 026-235-7388 kigyo@pref.nagano.lg.jp

水道事業課 026-235-7381 026-235-7388 kigyo@pref.nagano.lg.jp

警察本部

課室名 電話 ファックス メールアドレス

会計課 026-233-0110 026-232-1110 police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

教育委員会事務局

課室名 電話 ファックス メールアドレス

教育政策課 026-235-7421 026-235-7487 kyoiku@pref.nagano.lg.jp

義務教育課 026-235-7424 026-235-7494 gimukyo@pref.nagano.lg.jp

高校教育課 026-235-7428 026-235-7488 koko@pref.nagano.lg.jp

高校再編推進室 026-235-7452 026-235-7488 koko-kaikaku@pref.nagano.lg.jp

特別支援教育課 026-235-7432 026-235-7459 tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

学びの改革支援課 026-235-7433 026-235-7495 kyogaku@pref.nagano.lg.jp

心の支援課 026-235-7450 026-235-7484 kokoro@pref.nagano.lg.jp

文化財・生涯学習課 026-235-7439 026-235-7493 bunsho@pref.nagano.lg.jp

保健厚生課 026-235-7443 026-234-5169 hokenko@pref.nagano.lg.jp

スポーツ課 026-235-7447 026-235-7476 sports-ka@pref.nagano.lg.jp

国体準備室 026-235-7442 026-235-7451     kokutai@pref.nagano.lg.jp
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